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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第74期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．第74期は貸借対照表のみが連結対象であるため、該当項目のみを記載しております。 

３．売上高には消費税等は含まれておりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、希薄化効果を有し 

  ている潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

     ５．株価収益率については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

６．第77期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第 73 期 第 74 期 第 75 期 第 76 期 第 77 期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (千円) － － 11,719,986 10,629,638 6,601,861 

経常利益又は経常損

失（△） 
(千円) － － 4,743 △415,812 3,454 

当期純損失（△） (千円) － － △142,981 △589,237 △65,777 

純資産額 (千円) － 906,376 766,897 533,852 577,015 

総資産額 (千円) － 3,315,789 5,105,540 3,301,027 3,033,327 

１株当たり純資産額 (円) － 26.66 22.56 14.51 12.73 

１株当たり当期純損

失金額（△） 
(円) － － △4.21 △16.06 △1.79 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) － 27.3 15.0 16.2 15.4 

自己資本利益率 (％) － － △17.1 △90.6 △13.1 

株価収益率 (倍) － － － － － 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － △494,510 △395,657 160,743 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － △256,234 △8,152 330,773 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) － － 816,776 62,478 △442,597 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(千円) － － 521,006 182,162 231,435 

従業員数 

(外、平均臨時雇用

者数) 

(人) － 
130 

(36) 

341 

(149) 

188 

(82) 

162 

(252) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第74期までは関連会社がないため、第75期以降は連結財務諸

表を作成しているため記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第74期までは１株当たり当期純損失であり、また、

潜在株式が存在しないため、第75期以降においては１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．株価収益率については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

    ５．第75期より連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、第75期以降の営業活動によるキャッシュ・

      フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物

      の期末残高は記載しておりません。 

回次 第 73 期 第 74 期 第 75 期 第 76 期 第 77 期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (千円) 2,642,008 2,160,090 1,556,415 1,297,077 1,446,198 

経常損失（△） (千円) △220,774 △127,837 △82,620 △86,284 △67,736 

当期純損失（△） (千円) △240,452 △12,473 △88,519 △725,165 △239,556 

持分法を適用した場

合の投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 850,000 1,258,000 1,258,000 1,434,400 1,434,400 

発行済株式総数 (千株) 17,000 34,000 34,000 36,800 36,800 

純資産額 (千円) 100,615 906,376 817,654 442,449 202,883 

総資産額 (千円) 1,681,358 2,020,913 2,248,575 1,367,107 1,414,027 

１株当たり純資産額 (円) 5.92 26.66 24.05 12.02 5.51 

１株当たり配当額(内

１株当たり中間配当

額) 

(円) 
－ 

( － ) 

－ 

( － ) 

－ 

( － ) 

－ 

(  － ) 

－ 

(  － ) 

１株当たり当期純損

失金額（△） 
(円) △14.15 △0.64 △2.60 △19.77 △6.51 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 6.0 44.8 36.4 32.4 14.3 

自己資本利益率 (％) △110.5 △2.5 △10.3 △115.1 △74.2 

株価収益率 (倍) － － － － － 

配当性向 (％) － － － － － 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) △79,404 △301,402 － － － 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) 16,415 △476,251 － － － 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(千円) △75,002 750,954 － － － 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(千円) 282,220 255,521 － － － 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者

数) 

(人) 46 
30 

(10) 

26 

(7) 

21 

(6) 

20 

(5) 



２【沿革】 

 (注） 平成19年４月 株式会社丸正と合併し、株式会社丸正（新会社名：堀田丸正株式会社）が存続会社となり、 

    当社は解散 

  

昭和19年６月 堀田産業株式会社を設立、資本金15万円。本社を東京都中央区日本橋に、工場を栃木県足利市に

設置して意匠撚糸の製造販売を中心とする繊維の二次加工業を開始 

昭和21年12月 トリコット編機及び縫製設備を導入して、メリヤス生地並びに二次製品の製造販売を開始 

昭和26年11月 わが国最初の「ウーリーナイロン」の生産に成功 

昭和32年９月 本社を栃木県足利市助戸仲町に移転 

昭和38年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場（資本金１億円） 

昭和39年３月 資本金を２億円に増資 

昭和39年９月 東京支店を東京都台東区柳橋に、大阪支店を大阪市南区塩町に設置 

昭和40年７月 本社を栃木県足利市朝倉町に移転 

昭和43年12月 資本金を３億円に増資 

昭和45年５月 一宮支店を愛知県尾西市に設置 

昭和45年６月 青森県弘前市に弘前堀田産業株式会社を設立 

昭和53年１月 資本金を６億円に増資 

昭和59年12月 本社を栃木県足利市羽刈町に移転 

平成３年12月 一宮支店を愛知県一宮市に移転 

平成４年10月 弘前堀田産業株式会社を吸収合併 

平成12年11月 上海駐在員事務所を開設 

平成13年９月 資本金を８億5,000万円に増資 

平成16年２月 資本金を12億5,800万円に増資、ヤマノグループの傘下に入る 

平成16年３月 中国上海に当社全額出資による堀田(上海)貿易有限公司を設立 

平成16年３月 丸福商事株式会社の全株式取得により、同社及び同社の子会社、株式会社トリニティを当社の子

会社とする 

平成16年４月  本社を栃木県足利市問屋町に移転 

平成16年４月  東京アールシー株式会社（新商号タケオニシダ・ジャパン株式会社）の全株式取得により、同社

を子会社とし、加えて同社は株式会社ブテツク武生より営業の全部を譲受ける 

平成16年５月   東京ブラウス株式会社の株式の80％取得により、同社及び同社の子会社、東京華麗絲有限公司を

当社の子会社とする 

平成17年４月  資本金を14億3,440万円に増資  

平成17年７月  東京支店を東京都渋谷区千駄ケ谷に移転 

平成18年２月  大阪支店を大阪市中央区平野町に移転  

平成18年３月  丸福商事株式会社の全株式を売却 

平成18年７月  本社を東京都渋谷区千駄ヶ谷に移転 

平成18年10月  株式会社丸正と合併についての基本合意（同年12月合併契約書締結、平成19年２月株主総会にて 

合併契約書締結承認、合併期日平成19年４月１日）  



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（堀田産業株式会社）、親会社（株式会社ヤマノホールディング

コーポレーション）並びに子会社４社により構成されており、主に意匠撚糸、洋装品等の製造・販売を行っておりま

す。 

 その事業内容と当社及び関係会社の事業における位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる事業の種類別セグ

メント情報の区分と同一であります。 

１．意匠撚糸事業 

 主に堀田産業株式会社が意匠撚糸の製造販売を行っております。 

２．洋装事業 

 主に東京ブラウス株式会社及びタケオニシダ・ジャパン株式会社が婦人服等の製造販売を行っております。 

  

主要な製品商品 リングヤーン、シャギーヤーン、ポーラヤーン、テープヤーン、特殊紡績糸 

主要な製品商品 
レディース（トップス・ボトム・アウター）、ブラウス、スカート、パンツ、ワンピー

ス、スーツ、ドレス、服飾雑貨（靴、バック、ハンカチ等） 



４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．有価証券報告書の提出会社であります。 

３．議決権の所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

４．特定子会社であります。 

 ５．タケオニシダ・ジャパン㈱、東京ブラウス㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）

     の連結売上高に占める割合が10％を超えております。 

６．議決権の所有割合の［ ］内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっております。 

７．債務超過会社で債務超過の額は、平成19年３月末時点で295,634千円となっております。 

主要な損益情報等 

  

名   称 住  所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の所有又は 
被所有割合（％） 

関係内容 

(親会社) 

㈱ヤマノホールディン

グス (注)２ 

東京都渋谷区 1,222,399 持株会社 53.81 資金の借入あり 

(連結子会社) 

堀田(上海)貿易有限

公司 

中国上海市 1,655千元 意匠撚糸事業 100.00 

当社製品の販売 

役員の兼任等 

あり 

タケオニシダ・ジャ

パン㈱    

   (注)５.７ 

東京都江東区 40,000 洋装事業 100.00 

役員の兼任 

資金の貸付等 

あり 

東京ブラウス㈱ 

    (注)４．５ 
東京都中央区 100,000 洋装事業 80.00 

役員の兼任等 

あり 

東京華麗絲 

有限公司 

    (注)３．４ 

台湾台北市 
NT$ 

5,000千 
洋装事業 

80.00 

(80.00) 
   ―  

(持分法適用関連会)  

 ㈱西田武生デザイン 

 事務所    

         (注)６ 

東京都大田区  20,000  ブランド管理 
0.00 

[44.50] 
―  

  タケオニシダ・ジャパン㈱ 東京ブラウス㈱ 

売上高（千円） 990,348 4,018,538 

経常利益又は経常損失

(△）（千円） 
23,388 42,994 

当期純利益又は当期純

損失(△）（千円） 
14,926 31,511 

純資産額（千円） △295,634 495,396 

総資産額（千円） 436,527 1,550,704 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、平均臨時雇用者数は、（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ26名減少しましたのは、洋装事業における店舗閉鎖及び自然退社等によ

るものであり、平均臨時雇用者数が前連結会計年度末に比べ170名増加しましたのは、洋装事業における契

約社員の増加等によるものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、平均臨時雇用者数は、( ) 外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特記すべき事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

意匠撚糸事業   21( 12) 

洋装事業      141(240) 

合計   162(252)  

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

20(5)  47.5 19.9 4,514,238 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改善を背景とした民間設備投資の増加に支えられ、景気は消費

に弱さがみられるものの、緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、原油価格の高騰による国内外の景気への影

響も懸念され、先行き不透明感の残る状況にあります。当繊維業界におきましては、価格競争の激化、輸入製品との

競合等の厳しい経営環境が続いております。 

  なお、平成18年３月末に当社グループ子会社のうち、丸福商事株式会社の全株式を譲渡したため、前連結損益計算

書及び前連結キャッシュ・フロー計算書には同社及び同社の子会社トリニティの損益及びキャッシュ・フローが含ま

れておりますが、当連結損益計算書及び当連結キャッシュ・フロー計算書からは除かれております。 

 このような状況下で、当連結会計年度の連結売上高は66億１百万円となり、前期比37.9％減少しておりますが、損

益面におきましては、営業利益は６百万円（前期は５億39百万円の損失）、経常利益は３百万円（前期は４億15百万

円の損失）、当期純損失は65百万円（前期は５億89百万円の損失）の計上となり、前期比大幅な改善を図ることがで

きました。 

 事業の種類別セグメントにおける業績は、以下のとおりであります。 

① 意匠撚糸事業 

 意匠撚糸事業につきましては、低価格競争の激化、輸入ニット製品の増加に伴う国内生産シェアの低下、アパレ

ルの素材調達の中国移転等の厳しい経営環境下にありますが、前期より実施中の事業構造改革の効果により、当期

業績は前期に比べ改善いたしました。この結果、売上高は13億79百万円（前期比12.4％増）となり、営業損失は82

百万円（前期は１億７百万円の損失）となりました。 

② 洋装事業 

 洋装事業につきましては、当連結会計年度より丸福商事株式会社及び同社の子会社トリニティの損益が除かれた

ため、売上高は52億22百万円となり、前期比40.3％減少しておりますが、損益面におきましては、グループ各社中

期経営計画の重点施策の効果が着実に現れてきた結果、営業利益は1億49百万円（前期は３億79百万円の損失）と

大幅に改善いたしました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ49百万円増

加し、２億31百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は１億60百万円（前期は３億95万円の使用）となりました。 

 これは主に、仕入債務の増加額３億47百万円による資金の増加及び税金等調整前当期純損失46百万円の計上、売

上債権の増加額43百万円、たな卸資産の増加額54百万円による資金の減少を反映したものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は３億30百万円（前期は８百万円の使用）となりました。 

 これは主に、関係会社株式の売却による収入２億38百万円及びグループ預け金の減少額１億28百万円による資金

の増加を反映したものであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は４億42百万円（前期は62百万円の資金の獲得）となりました。 

 これは主に短期借入金の純減額68百万円、長期借入金の返済による支出２億73百万円及び長期未払金の支払によ

る支出１億円による資金の減少を反映したものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価で表示しており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）商品仕入実績 

当連結会計年度の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価額で表示しており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

当社グループは主として見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

意匠撚糸事業      （千円） 847,475 122.8 

洋装事業        （千円） 2,268,379 93.0 

         計     （千円） 3,115,855 99.6 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

意匠撚糸事業      （千円） 349,039 101.6 

洋装事業        （千円） 692,375 13.1 

          計      （千円） 1,041,415 17.0 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

意匠撚糸事業      （千円） 1,379,234 112.4 

洋装事業        （千円） 5,222,626 59.7 

          計      （千円） 6,601,861 62.1 



３【対処すべき課題】 

   消費需要の低迷が続く一方、当業界においては優勝劣敗が進むなど業界構造の大きな変化が進行しており、将 

 来ビジョンと適切な戦略の実施が何より求められております。 

  当社グループは、統一された戦略の下、より効率的かつ機動的な経営を進めるための体制を整備しつつありま 

 す。具体的には商品企画力の強化と経費の圧縮及び在庫効率の改善を重要な課題と位置付け、当社グループとし 

 て収益基盤の強化及び企業価値の向上に努める所存であります。 

     なお、当社は、平成19年２月14日開催の臨時株主総会の決議を経て、平成19年４月１日を合併期日として親会 

   社ヤマノホールディングスの連結子会社である株式会社丸正と合併し、株式会社丸正が存続会社となり当社は解 

   散いたしました。また、同日付で株式会社丸正は「堀田丸正株式会社」と商号変更いたしました。 

    今後は、両社の経営資源及びノウハウの共有化並びに各事業の効率化と一体化を図ると共に堀田丸正株式会社 

   の中期的な戦略を確実に推進することにより、経営基盤の強化に努めてまいる所存であります。 

 堀田丸正株式会社の中長期的な会社の戦略は次のとおりです。 

1. 当社グループは、基幹となる子会社（東京ブラウス㈱、㈱HAMANO1880及びタケオニシダ・ジャパン㈱）にお 

 いて、競争力の高い商品開発とブランド戦略の一層の強化充実を図ります。当社グループの保有する商品政策 

 や企画力、デザイン力及びブランド力を活かした海外市場への進出と国内市場ナンバーワン・オンリーワンへ 

 の実現を図り、シェア拡大を進めてまいります。 

2. グループ全体の内部統制の充実を図るため、経営組織の見直しと人材の強化を進めます。 

   社員の活性化を目指す・・・責任ある行動で活気に満ち溢れた企業風土を目指し、新卒者・中途等を採用し 

   ている。また、今後５年後を見据えて人事政策を立案し、社員の若返りを図り、企業の活性化をしていく。 

3. 資産運用効率を高めるため、既存事業（和装本部、ソフラン本部）の見直しを行い、キャッシュ・フロー経 

 営を目指します。 

  

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

海外での事業展開について 

 当社の経営環境は、現状、低価格競争の激化・アパレル製造業の海外（中国）移転・輸入ニット製品の増勢に伴

う国内生産シェアの縮小等極めて厳しい状況にあり、意匠撚糸の国内販売を拡大することが困難な状況にありま

す。当社はかかる状況を踏まえ、中国に中国現地法人、堀田（上海）貿易有限公司を設立し、同社を中心に意匠撚

糸の製造・販売一貫体制を確立し、中国における事業の拡大を推進中であります。また、子会社の東京華麗絲有限

公司は、台湾において当社グループ製品の販売を行っております。このため、今後、当社グループが海外における

事業を拡大する上で、為替リスク及び現地の法的規制を受ける可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

   平成18年12月21日開催の取締役会決議を経て、同日、親会社ヤマノホールディングスの連結子会社である株式 

 会社丸正と合併契約書を締結いたしました。その主な内容は下記のとおりであります。 

  １.合併の目的 

     ヤマノグループにおける洋装事業の統合を図り、経営資源及びノウハウの共有化を図り、各事業の効率化 

    と一体化の推進を目的としております。 

   ２.合併の要旨 

   (1) 合併の日程 

       合併契約書承認取締役会     平成18年12月21日 

      合併契約書締結             平成18年12月21日 

         合併契約書承認株主総会     平成19年２月14日 

          当社株式の売買 終日       平成19年３月26日 

          当社株式の上場廃止日       平成19年３月27日 

         合併期日（効力発生日）     平成19年４月１日 

         株式交付日                 平成19年５月18日 

     (2) 合併方式 

         丸正を存続会社とする吸収合併方式で、当社は解散いたします。なお、商号を「堀田丸正株式会社」に 

    変更いたします。  

     (3) 合併比率等 

         堀田産業株式会社の株式１株に対して、株式会社丸正の株式 0.7株を割当て交付いたします。 

   (4) 堀田産業株式会社の新株予約権に関する取扱い 

     本合併効力発生日前日において、当社が発行した新株予約権は無償消却の扱いとなります。 

   (5) 合併財産の引継 

     堀田産業株式会社は、平成19年３月31日現在の貸借対照表、その他同日の計算を基礎とし、合併の効力 

     発生日においてその資産、負債その他一切の権利義務を株式会社丸正に引き継ぎ、株式会社丸正はこれを 

        承継する。 

    ３.相手会社の主な事業内容、規模 

     (平成19年3月期） 

        主な事業内容   各種繊維製品と宝石、貴金属等卸売 

        売上高      6,476百万円 

        当期純損失      473百万円 

        総資産額     5,134百万円 

        純資産額     1,765百万円 

        従業員数        55名     

  

６【研究開発活動】 

  特記すべき事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

（流動資産） 

 当連結会計年度末における流動資産の残高は、26億57百万円（前連結会計年度末は29億77百万円）となり、３ 

億20百万円減少しました。これは、主に未収入金が２億43百万円、預け金が１億28百万円減少したことによるも 

のであります。  

（固定資産） 

 当連結会計年度末における固定資産の残高は、３億76百万円（前連結会計年度末は３億23百万円）で、52百 

万円の増加となりました。これは、主に有形固定資産が40百万円減少する一方、長期貸付金が１億10百万円増加

したことによるものであります。 

（流動負債） 

  当連結会計年度末における流動負債の残高は、21億26百万円（前連結会計年度末は21億81百万円）となり、 

54百万円減少しました。これは、主に支払手形及び買掛金が３億51百万円増加する一方、短期借入金が３億29 

百万円、未払金が72百万円減少したことによるものであります。 

（固定負債） 

  当連結会計年度末における固定負債の残高は、３億30百万円（前連結会計年度末は４億85百万円）となり、 

 １億55百万円減少しました。これは、主に長期未払金が１億33百万円減少したことによるものであります。 

（純 資 産） 

  当連結会計年度末における純資産の残高は、５億77百万円となり、43百万円増加しました。これは、主に当 

 期純損失65百万円の計上により、利益剰余金が同額減少する一方、純資産の部の表示に関する会計基準の変更 

 により、当連結会計年度より純資産の部に少数株主持分１億８百万円が計上されたことによるものであります。

  

(2）経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の経営環境は、輸入製品との競合と相俟って、価格競争がより鮮明となり、極 

めて厳しい状況にあります。また、商品戦略、販売戦略の如何或いは天候の影響も年毎の業績変動要因となりま

す。 

 このような環境下で、当連結会計年度の連結売上高は、前期比37.9％減の66億１百万円となりました。これは、

主力の洋装事業において、当連結会計年度より丸福商事株式会社及び同社の子会社トリニティの損益が除かれた 

結果、売上が大幅に減少したこと及び不採算店舗の閉鎖等の影響によるものであります。 

 意匠撚糸事業におきましては、海外戦略に基づく中国現地販売が順調に推移した結果、前期比12.4％増加いた 

しました。 

 損益面につきましては、前連結会計年度に大幅な損失を計上した丸福商事株式会社が除かれる一方、現当社グル

ープ各社の前期より実施中の事業構造改革の効果が着実に現れてきたことにより、営業利益は６百万円（前期は５

億39百万円の損失）、経常利益は３百万円（前期は４億15百万円の損失）の計上となり、前期比大幅な改善を図る

ことができました。  

 また、特別利益として、貸倒引当金戻入益３百万円等を計上する一方、特別損失として、合併費用21百万円、 

減損損失18百万円等を計上し、更に、法人税、住民税及び事業税11百万円、少数株主利益６百万円の計上を行っ 

た結果、当期純損失は65百万円（前期は５億89百万円の損失）の計上となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当社グループにおける当連結会計年度の設備投資の内訳は次のとおりであります。 

 洋装事業における設備投資のうち主なものは、建物改装工事4,758千円であります。 

 （注）金額には消費税等は含まれておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

平成19年３月31日現在 

(2）国内子会社 

事業の種類別セグメント名 当連結会計年度の設備投資金額 

意匠撚糸事業 1,367千円 

洋装事業 11,426千円 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び 
構築物 
（千円） 

機械装置 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

東京本社 

(東京都渋谷区) 

意匠撚糸事業 

洋装事業 
販売設備 － － 

－ 

（－） 
165 165 

11 

(2) 

大阪支店 

(大阪市中央区) 
意匠撚糸事業 販売設備 － － 

－ 

(－) 
－ － 

5 

（－) 

一宮支店 

(愛知県一宮市) 
   〃  

 生産管理・配送 

開発・販売設備 
－ － 

－ 

（－） 
－ － 

4 

(2) 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

タケオニシ

ダ・ジャパン

㈱ 

本  社 

(東京都江東

区) 

洋装事業 

商品販売業

務及び倉庫

設備 

9,206 － 
－ 

（－) 
4,164 13,371 

50 

(42) 

東京ブラウス

㈱ 

本  社 

(東京都中央

区) 

洋装事業 

商品販売業

務及び倉庫

設備 

44,746 － 
174 

(24) 
5,365 50,285 

63 

(198) 



(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、車両及び運搬具、工具器具及び備品であります。なお、金額には消費税等 

      は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、( )外数で記載しております。 

３．上記の他、主要な賃借設備は、以下のとおりであります。 

上記の他、主要な貸借設備として、以下のものがあります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

  

(3）在外子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき設備の新設、除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（千円） 

機械装置 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

堀田(上海)貿

易有限公司 

本  社 

(中国上海市) 
意匠撚糸事業 

販売・業務管

理設備 
－ － 

－ 

（－) 
361 361 

1 

(7) 

東京華麗絲有

限公司 

本  社 

(台湾台北市) 
洋装事業 

販売・業務管

理設備 
－ － 

－ 

（－) 
258 258 

28 

（－) 

名称 
事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 
賃借建物 
（面積㎡） 

年間支払賃借料 
（千円） 

東京本社 

(東京都渋谷区) 

意匠撚糸事業 

洋装事業 

販売・業務管理 

 設備 
(273) 10,918 

大阪支店 

(大阪市中央区) 意匠撚糸事業 
販売設備 (92) 2,515 

一宮支店 

(愛知県一宮市) 〃 

 生産管理・配送 

開発・販売設備 
(1,160) 10,200 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 
賃借建物 
（面積㎡） 

年間支払賃借料
（千円） 

タケオニシダ・ジャパ

ン㈱ 

本社 

（東京都江東区） 
洋装事業 

商品販売業務

及び倉庫設備 
(540) 12,400 

東京ブラウス㈱ 
本社 

（東京都中央区） 
洋装事業 

商品販売業務

及び倉庫設備 
(2,556) 64,343 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容 
賃借建物 
（面積㎡） 

年間支払賃借料
（千円） 

堀田(上海)貿易有限公

司 

本社 

（中国上海市） 
意匠撚糸事業 

販売・業務管

理設備 
(100) 5,271 

東京華麗絲有限公司 
本社 

（台湾台北市） 
洋装事業 

販売・業務管

理設備 
(125) 3,088 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）東京証券取引所（市場第二部）に上場しておりましたが、株式会社丸正との合併に伴い、平成19年３月27日付で 

    上場廃止となっております。 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成16年６月25日定時株主総会決議） 

 （注）株式会社丸正との合併に伴い、平成19年４月１日付で無償消却されております。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 68,000,000 

計 68,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年３月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月27日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 36,800,000 － － 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式 

計 36,800,000 － － － 

 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 338 － 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 338,000 － 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 52,390,000 － 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月１日 

至 平成21年６月30日 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     155 

資本組入額    78 
－ 

新株予約権の行使の条件 

権利行使時において当社及び

当社グループの取締役、監査

役、執行役員並びに従業員と

して在籍していることを要す

る。 

－ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡、質入その他の処分及び

相続は認めない。 
－ 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



(3）【ライツプランの内容】 

      該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．第三者割当   17,000,000株 

発行価格        48円 

資本組入額       24円 

割当先     ㈱ヤマノホールディングコーポレーション（現 ㈱ヤマノホールディングス） 

 （注）２．第三者割当   2,800,000株 

発行価格       125円 

資本組入額       63円 

割当先     ㈱ヤマノホールディングコーポレーション（現 ㈱ヤマノホールディングス） 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式5,718株は、「個人その他」に５単元及び「単元未満株式の状況」に718株を含めて記載しておりま

す。なお、自己株式5,718株は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有株式数は

4,718株であります。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が３単元含まれております。 

年月日 
発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金
増減額（千

円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成16年２月５日 (注２)  17,000,000 34,000,000 408,000 1,258,000 408,000 458,000 

平成17年４月15日(注３)  2,800,000 36,800,000 176,400 1,434,400 173,600 631,600 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 

単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人その
他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） － － 5 21 2 － 2,307 2,335 － 

所有株式数

（単元） 
－ － 47 23,649 159 － 12,926 36,781 19,000 

所有株式数の

割合（％） 
－ － 0.13 64.26 0.43 － 35.18 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ヤマノホールディングス 東京都渋谷区代々木１－30－７ 19,800 53.80 

蝶理株式会社 大阪市中央区瓦町２－４－７  3,257 8.85 

吉井 立彦 千葉県千葉市 460 1.25 

平野 京子 茨城県牛久市 369 1.00 

安  秀明 茨城県水戸市 328 0.89 

宝天大同 神戸市北区山田町下谷上箕谷３－１ 250 0.68 

宇羽野 友子 東京都渋谷区 240 0.65 

株式会社ヤマノネットワーク  東京都渋谷区代々木１－30－７ 211 0.57 

船橋 正紀 東京都練馬区 181 0.49 

エムエルアイ イーエフジー ノントリー

ティ カストディー アカウント  

20 FARRINGDON ROAD LONDON ECIM 

 ３NH P.O.BOX 293 
157 0.43 

計 － 25,253 68.62 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,000 － 
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 36,777,000 36,777 同上 

単元未満株式 普通株式 19,000 － 同上 

発行済株式総数   36,800,000 － － 

総株主の議決権   － 36,777 － 



②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数 

１個）あります。 

なお、当該株式は、上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含めております。 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

堀田産業株式会社 
東京都渋谷区千駄ヶ

谷４丁目３番１号 
4,000 － 4,000 0.01 

計 － 4,000 － 4,000 0.01 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法 

         第155条第７号に該当する普通株式の取得 

  

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 170 10,130 

当期間における取得自己株式  － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行つた取得自己株
式 

－ － － － 

消却の処分を行つた取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行つた取得自己株式 

－ － － － 

そ の 他 
（注） 

－ － － － 

保有自己株式数 4,718 － － － 



３【配当政策】 

 当社における配当の基本方針は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。 

 安定的な経営基盤の確保と自己資本利益率の向上に努めるとともに、財務状況等を総合的に勘案し業績に応じた

成果の配分を行うことを基本方針としております。 

    当期につきましては、欠損金が未だ解消できない状況にありますので、引き続き無配とさせていただきました。

    なお、堀田丸正株式会社は、合併に際して、普通株式25,756,697株を発行し、合併期日前日の堀田産業株式会社

の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載または記録された株主（実質株主を含む。）に対し、その所有

する堀田産業株式会社の普通株式１株につき、堀田丸正株式会社の普通株式 0.7株の割合をもって割当交付いたし

ました。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

    ２．平成19年３月27日付で当社株式は上場廃止となっているため、株価は売買最終日の平成19年３月26日迄の 

  ものを記載しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

    ２．平成19年３月27日付で当社株式は上場廃止となっているため、株価は売買最終日の平成19年３月26日迄の 

  ものを記載しております。 

回次 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 115 79 229 190 133 

最低（円） 35 37 62 65 43 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 95 80 68 88 71 63 

最低（円） 73 53 43 45 57 54 



５【役員の状況】 

      当社は、平成19年４月１日を合併期日として株式会社丸正（新会社名：堀田丸正株式会社）と合併し、当社は 

   解散したため、該当事項はありません。なお、堀田丸正株式会社の「役員の状況」は下記のとおりです。 

  

                                 （堀田丸正株式会社の平成19年６月27日現在） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役会長 

（代表取締役）
  山野 彰英 昭和14年９月８日生 

平成８年３月 かねもり株式会社取締役会長 

11年９月 株式会社ヤマノビューティメイト

代表取締役会長（現在） 

11年11月 有限会社寛斎デザイン研究所代表

取締役社長（現在） 

11年11月 株式会社寛斎スーパースタジオ代

表取締役社長（現在） 

12年６月 当社取締役会長 

13年５月 株式会社錦代表取締役会長（現

在） 

13年６月 当社代表取締役会長（現在） 

14年２月 四菱株式会社代表取締役会長（現

在） 

14年９月 株式会社ヤマノジュエリーシステ

ムズ代表取締役会長（現在） 

14年11月 ヤマノクレジットサービス代表取

締役会長（現在）  

15年２月 株式会社エックスワン代表取締役

統領（現在） 

15年８月 株式会社全国教育産業協会代表取

締役統領（現在） 

16年２月 ロイヤルコスモ株式会社代表取締

役会長（現在） 

  株式会社HAMANO1880（旧株式会社

正友）取締役会長（現在） 

16年６月 株式会社ヤマノホールディングス

代表取締役会長（現在） 

16年10月 株式会社丸正ベストパートナーグ

ループ取締役会長（現在） 

16年12月 ヤマノインベストメント株式会社

代表取締役会長（現在） 

  株式会社ヤマノスポーツシステム

ズ代表取締役会長（現在） 

17年１月 株式会社アールエフシー代表取締

役会長（現在） 

17年４月 株式会社ムトウヤマノ代表取締役

統領（現在）  

17年８月  株式会社ビューティー多賀志代表

取締役会長（現在）  

  株式会社エマイユ代表取締役会長

（現在）  

17年10月  株式会社ヤマノリテーリングス代

表取締役会長（現在）  

18年３月 株式会社ビューティプラザ代表取

締役会長（現在）  

18年４月 丸福商事株式会社代表取締役会長

（現在）  

19年１月 株式会社ヤマノ1909プラザ代表取

締役統領（現在）  

19年２月  株式会社デイ・マックス代表取締

役社長（現在）  

※５  393 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

（代表取締役）
  井澤 一守 昭和25年６月12日生 

12年６月 当社顧問 

13年６月 当社代表取締役副社長 

13年10月 株式会社ヤマノホールディングス

取締役(現在) 

14年11月 株式会社ヤマノクレジットサービ

ス取締役（現在） 

16年３月 当社代表取締役社長（現在） 

16年４月 株式会社HAMANO1880（旧株式会社

正友）代表取締役社長 

16年７月 株式会社天創代表取締役社長（現

在） 

16年10月 株式会社丸正ベストパートナーグ

ループ代表取締役社長（現在） 

17年１月 株式会社アールエフシー取締役

（現在） 

17年６月 株式会社SAKAMURA代表取締役社長

（現在）  

※５   52 

取締役福社長 

（代表取締役）
  太田 功 昭和23年２月10日生 

昭和41年３月 当社入社 

平成11年６月 当社取締役アパレル事業部長 

14年４月 当社常務執行役員アパレル本部長 

16年５月 東京ブラウス株式会社代表取締役

会長（現在） 

16年６月 堀田産業株式会社代表取締役社長 

17年７月 タケオニシダ・ジャパン株式会社

代表取締役社長（現在） 

19年４月 当社代表取締役副社長（現在） 

※５   16 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役   石塚 三郎 昭和17年５月20日生 

平成８年３月 かねもり株式会社代表取締役社長 

11年11月 有限会社寛斎デザイン研究所取締

役（現在） 

  有限会社寛斎スーパースタジオ取

締役（現在） 

12年６月 当社取締役（現在） 

13年５月 株式会社錦取締役（現在） 

  四菱株式会社取締役(現在) 

14年９月 株式会社ヤマノジュエリーシステ

ムズ取締役（現在） 

14年11月 株式会社ヤマノクレジットサービ

ス代表取締役社長（現在） 

15年２月 株式会社エックスワン取締役（現

在） 

15年８月 株式会社全国教育産業協会取締役

（現在） 

16年２月 株式会社丸善ヤマノ（旧四君子株

式会社）取締役（現在） 

  ロイヤルコスモ株式会社取締役

（現在） 

16年６月 株式会社ヤマノホールディングス

代表取締役社長（現在） 

16年10月 きのはな株式会社代表取締役副会

長（現在） 

16年12月 ヤマノインベストメント株式会社

取締役（現在） 

  株式会社ヤマノスポーツシステム

ズ取締役（現在） 

17年１月 株式会社アールエフシー代表取締

役社長（現在） 

17年４月 株式会社ムトウヤマノ取締役（現

在）  

17年８月  株式会社ビューティー多賀志取締

役（現在）  

  株式会社エマイユ取締役（現

在）  

17年10月  株式会社ヤマノリテーリングス取

締役副会長（現在）  

18年４月  丸福商事株式会社代表取締役社長

（現在）  

※５   5 

取締役   山野 幹夫 昭和43年８月29日生 

平成11年９月 株式会社ヤマノビューティメイ

ト代表取締役社長（現在） 

11年11月 株式会社ヤマノビューティケミ

カル取締役（現在） 

11年12月 株式会社ジャパンヘルス＆ビュ

ーティ取締役（現在） 

14年６月 当社取締役（現在） 

15年２月 株式会社エックスワン代表取締

役会長(現在) 

16年２月 ロイヤル・コスモ株式会社取締

役（現在） 

16年６月 株式会社ヤマノホールディング

ス取締役副社長（現在） 

17年１月 株式会社アールエフシー取締役

（現在） 

※５   － 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

取締役   安本 美津雄 昭和25年２月20日 

平成11年６月 当社アパレル部長 

13年６月 当社執行役員アパレル部長 

16年４月 当社執行役員アパレル事業部長 

17年４月 当社執行役員ファッション本部長

（現在） 

17年６月 当社取締役（現在） 

17年６月 株式会社SAKAMURA取締役副社長

（現在）  

※５   14 

取締役   井上 徹 昭和26年７月17日 

昭和49年４月 蝶理株式会社入社 

平成14年４月 同社アパレル第一総部・部長 

16年２月 堀田産業株式会社出向、堀田（上

海）貿易有限公司・総経理 

17年４月 堀田産業株式会社入社、執行役員

副社長、ファンシーヤーン事業部

門長兼新規事業部長 

17年６月 堀田産業株式会社代表取締役副社

長、ファンシーヤーン事業部門長

兼新規事業部長 

17年６月 タケオニシダ・ジャパン株式会社

取締役 

19年４月  当社取締役堀田ファンシーヤーン

事業本部長（現在）  

 ※５  4 

取締役   松井 薫 昭和26年３月３日 

昭和49年４月 株式会社ムトウ入社 

平成12年４月 同社雑貨商品部長 

16年４月 株式会社ムトウクレジット出向取

締役融資部長 

17年４月 出向解除 同社新規開発部長 

18年４月 同社執行役員新規開発事業部長 

19年５月 ヤマノホールディングス株式会社

入社 経営企画本部執行役員部長

（現在） 

 19年６月  当社取締役（現在９ 

 ※５  － 

 



 （注）１．取締役石塚 三郎及、山野 幹夫及び松井 薫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役である。 

  ２．監査役福原弘、大野 幹夫及び長沼 英一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

   ３．取締役山野 幹夫は、取締役会長山野 彰英の長男である。  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役   中塩 光信 昭和19年３月12日生 

平成６年４月 当社和装事業部第三販売課長 

９年４月 当社和装事業部第二販売部長 

10年４月 当社和装事業部和装第二グループ

部長 

12年４月 当社管理本部長付 

13年４月 当社監査室室長 

13年６月 当社監査役（現在） 

15年２月 株式会社エックスワン監査役(現

在) 

16年２月 株式会社HAMANO1880（旧株式会社

正友）監査役（現在） 

16年10月 株式会社丸正ベストパートナーグ

ループ監査役（現在） 

17年６月 株式会社SAKAMURA監査役（現

在）  

 ※６  15 

監査役   高津戸 俊男 昭和20年２月１日生 

昭和43年４月 蝶理株式会社入社 

平成13年６月 堀田産業株式会社常務取締役 業

務管理サポート本部長 

14年５月 蝶理株式会社執行役員 

14年６月 堀田産業株式会社代表取締役社長 

16年６月 同社取締役副社長 

17年６月 同社専務取締役管理部門長 

17年11月 同社常務取締役管理部門長代行 

18年６月 同社常勤監査役 

19年４月 当社常勤監査役（現在） 

 ※８  20 

監査役   福原 弘 昭和21年１月１日生 

昭和50年４月 弁護士登録 

53年４月 宮良・福原・井上法律事務所開設 

53年４月 堀田・福原法律事務所開設 

平成16年５月 東京カレッジ法律事務所開設（現

在） 

16年６月 当社監査役（現在） 

 ※７  10 

 監査役   大野 幹夫  昭和23年２月12日生 

昭和54年４月 弁護士登録 

62年９月  大野総合法律事務所代表 

平成15年８月 代々木の森法律事務所代表（現

在） 

17年６月  堀田産業株式会社監査役  

19年４月  当社監査役（現在）  

 ※８  － 

 監査役   長沼 英一  昭和29年12月22日生 

昭和52年４月 株式会社東海銀行入社 

平成９年11月 同行さがみ野支店長 

11年11月 同行原宿支店長 

14年１月  株式会社ＵＦＪ銀行表参道法人営

業部長兼支店長 

14年10月  株式会社ＵＦＪ銀行新宿法人営業

第１部長兼支店長 

16年10月  株式会社ヤマノホールディングス

出向 経営企画本部長 

16年２月  ヤマノインベストメント株式会社

取締役（現在）  

17年１月  株式会社アールエフシー監査役

（現在）  

17年３月  株式会社ヤマノスポーツシステム

ズ取締役（現在）  

17年６月  株式会社ヤマノホールディングス

取締役常務執行役員経営企画本部

長（現在）  

19年４月  当社監査役（現在）  

 ※８  － 

        計   530 



４．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の業務執

行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入している。 

執行役員は７名で、和装本部長 大内 康隆、ソフラン本部長 越後谷 裕二、ファッション本部長 安本

美津雄、モードクリエイティブ本部長 大久保 修二、堀田ファンシーヤーン営業部長 木村 晃、経営企

画室長 深澤 義孝及び人事総務部長 丹下 勝視で構成されている。 

５．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

６．平成16年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

７．平成17年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

８．平成19年４月１日の合併の時から４年間 

  



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

   下記は、旧堀田産業株式会社に係る事項を記載しております。 

  

 (1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社はコーポレート・ガバナンスを当社単体のみならず、グループ全体としての重要な課題であると認識してお

ります。即ち、コーポレート・ガバナンスは、コンプライアンスを徹底し、経営の効率性、透明性を向上させ、株

主の立場で企業価値の最大化を目指すための経営統治機構であると位置付けており、以下の施策を実施することに

よって、その着実な実践につなげてまいります。 

(2）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明 

イ. コーポレート・ガバナンス体制 

 当社は、当面、旧商法上の「委員会等設置会社」には移行しないこととしております。これは平成15年４月

施行の改正商法による「委員会等設置会社」が目指す監視・監督機能の強化と同様のコーポレート・ガバナン

スを当社においては、「取締役会」「監査役会」「内部監査体制」等を通じて実質的に果たしているという理

由によります。今後は会社法等を勘案し、より良いコーポレート・ガバナンス体制につき、引き続き検討を行

ってまいります。 

ロ. 社外取締役・社外監査役の選任の状況 

 現在当社には社外取締役はおりません。監査役３名のうち２名が社外監査役であります。 

② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 取締役会は、取締役４名で構成され、会社の経営方針、事業計画、重要な財産の取得及び処分、重要な組織及

び人事に関する意思決定を行うとともに、当社及び子会社の業務執行の監督を行っております。 

 また、意思決定の迅速化と業務執行責任の明確化を目的に、大幅な権限委譲のもとで執行役員制度を導入して

おります。 

 取締役会は原則として毎月１回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では、当社

取締役会規則に基づき、経営に関する付議事項の審議及び重要な事項の報告がなされるとともに、各執行役員の

業務執行を監督しております。監査役も毎回出席し、意見、要望を適時提言しております。 

 監査役会は、社外監査役２名を含む３名の監査役によって構成され、各監査役は監査役会が策定した監査計画

に従って監査しております。監査役会は、概ね月１回、取締役会と同日に開催しております。各監査役は、業務

活動の全般にわたり、取締役会の他重要な会議への出席、重要な書類の閲覧、子会社の調査等を通じた監査を行

い、その結果を監査役会に報告しております。更に、監査役会は会計監査人から監査の方法と結果について報告

を受けるとともに、内部監査室から内部監査の方法と結果についても報告を受けております。これらに基づき、

監査役会は協議の上、監査報告書を取締役会に提出しております。 

 この他に、法律事務所と顧問契約を結び、日常的に発生する法律問題全般に関して適時に指導・助言を受ける

体制を敷いております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査機能の充実を図るため、社長直轄の内部監査室を設け、計画的に業務監査を実施しております。監査

結果は直ちに社長に報告するとともに、被監査部門に対しては、業務の改善に向け、具体的な助言・勧告を行っ

ております。 

 グループ全体では、グループ各社の監査役が監査を行うとともに、必要に応じて当社の監査役会及び内部監査

室がグループ各社の監査を実施しております。 

 監査役監査の状況につきましては、「② 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況」に記載して

おります。 

④ 会計監査の状況 

 会計監査につきましては、新日本監査法人を会計監査人に選任しており、中間・期末に限らず適時に監査を受

けております。業務を執行した公認会計士は、田代清和、斉藤浩史の２名であり、会計監査業務に係る補助者は

公認会計士４名、会計士補等10名であります。 



⑤ 堀田産業グループ行動憲章 

 当社及びグループ各社の役職員が取るべき行動規範を示した「堀田産業グループ行動憲章」を制定しておりま

す。本憲章は、法令等を遵守するための具体的な行動指針であり、単に倫理項目を抽出・羅列するのみならず、

目標とするべき企業行動や期待される社員像についても言及しております。これを全役職員に配布して、業務遂

行のあらゆる場面において取るべき行動を具体的に把握させ、役職員個々人の高い企業倫理観と良識ある行動を

維持・向上すべく努めております。更に、現状の体制、施策に甘んじることなく、当社はグループ全体のコーポ

レート・ガバナンスの推進と万全なコンプライアンス体制の確立に向けて全力を挙げて取り組む所存でありま

す。 

⑥ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 当社と社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

⑦ コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組み状況 

 グループ全体のガバナンス機能強化のため、グループ行動憲章を制定、執行役員制度の導入とともに、当社の

監査役会及び内部監査室によるグループ各社の監査を充実させてまいりました。 

(3）役員報酬の内容 

 取締役及び監査役に支払った報酬の内容は次のとおりです。 

(4）監査報酬の内容 

 当社の会計監査人である新日本監査法人に対する当期の報酬 

  取締役５名 21,573千円 

  監査役２名 7,560千円 

 
公認会計士法第２条第１項に規定する監査契約に

基づく報酬の金額 
21,000千円 

  上記以外の報酬の金額 －千円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表並びに当連結会計年

度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年

３月31日まで）の財務諸表について新日本監査法人より監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     182,162     231,435   

２．受取手形及び売掛金 ※５   966,262     1,012,952   

３．たな卸資産     1,220,396     1,278,012   

４．繰延税金資産     3,520     2,660   

５．未収入金      277,170     33,342   

６．預け金      180,772     52,464   

７．その他     152,022     47,920   

貸倒引当金     △4,958     △1,560   

流動資産合計     2,977,348 90.2   2,657,227 87.6 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

(1)建物及び構築物   230,137     200,524     

減価償却累計額   143,580 86,557   146,570 53,953   

(2)機械装置及び運搬具   22,382     17,413     

減価償却累計額   18,919 3,463   16,784 629   

(3)土地     174     174   

(4)その他   33,019     23,444     

減価償却累計額   18,715 14,303   13,759 9,685   

有形固定資産合計     104,498 3.2   64,442 2.1 

２．無形固定資産               

(1)連結調整勘定      15,715     －   

(2)のれん     －     10,628   

(3)その他     7,612     10,376   

無形固定資産合計     23,327 0.7   21,005 0.7 

３．投資その他の資産               

(1) 投資有価証券     7,027     8,550   

(2) 長期貸付金      60,000     170,000   

(3) 破産・更生債権等     508,481     508,579   

(4) その他     189,867     173,045   

貸倒引当金     △569,524     △569,524   

投資その他の資産合計     195,852 5.9   290,651 9.6 

固定資産合計     323,679 9.8   376,099 12.4 

資産合計     3,301,027 100.0   3,033,327 100.0 

 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．支払手形及び買掛金 ※５    590,523     941,775   

２．短期借入金     1,091,237     762,220   

３．未払法人税等     15,597     10,872   

４. 返品調整引当金     36,570     35,804   

５. 未払金     260,662     188,502   

６．その他     186,446     186,900   

流動負債合計     2,181,038 66.1   2,126,076 70.1 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金     21,978     8,720   

２. 繰延税金負債     1,641     1,260   

３. 長期未払金     453,666     320,254   

４．その他     8,000     －   

固定負債合計     485,286 14.7   330,235 10.9 

負債合計     2,666,324 80.8   2,456,311 81.0 

                

（少数株主持分）               

少数株主持分     100,849 3.0   － － 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※２   1,434,400 43.5   － － 

Ⅱ 資本剰余金     631,600 19.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金     △1,541,569 △46.7   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    2,857 0.1   － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定     7,079 0.2   － － 

Ⅵ 自己株式 ※３   △515 △0.0   － － 

資本合計     533,852 16.2   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    3,301,027 100.0   － － 

 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,434,400 47.3 

２．資本剰余金     － －   631,600 20.8 

３．利益剰余金     － －   △1,607,347 △53.0 

４．自己株式     － －   △525 △0.0 

  株主資本合計     － －   458,127 15.1 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   1,189 0.0 

２．為替換算調整勘定     － －   9,221 0.3 

  評価・換算差額等合計     － －   10,410 0.3 

Ⅲ 少数株主持分     － －   108,477 3.6 

純資産合計     － －   577,015 19.0 

負債純資産合計     － －   3,033,327 100.0 



②【連結損益計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     10,629,638 100.0   6,601,861 100.0 

Ⅱ 売上原価     6,760,653 63.6   3,861,861 58.5 

売上総利益     3,868,984 36.4   2,740,000 41.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   4,408,920 41.5   2,733,434 41.4 

営業利益又は営業損失
（△） 

    △539,935 △5.1   6,565 0.1 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   1,508     4,875     

２．受取配当金   413     55     

３．協賛金収入   －     14,044     

４．受取ロイヤリティ   51,653     －     

５．連結調整勘定償却額   73,249     －     

６．その他   60,465 187,290 1.8 10,576 29,552 0.5 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   42,055     25,423     

２．手形売却損   7,208     4,326     

３．その他   13,902 63,166 0.6 2,912 32,662 0.5 

経常利益又は経常損失
（△） 

    △415,812 △3.9   3,454 0.1 

Ⅵ 特別利益               

１．前期損益修正益   915     1,593     

２．関係会社株式売却益    234,016     －     

３．貸倒引当金戻入益   157,436     3,024     

４．保証債務戻入益   －     1,726     

５．その他   33,982 426,350 4.0 － 6,344 0.1 

Ⅶ 特別損失               

１．前期損益修正損 ※２ 11,979     －     

２．固定資産売却損 ※３ 6,730     64     

３. 減損損失  ※４ 124,384     18,374     

４. 店舗閉鎖損 ※５ 123,678     4,200     

５. 貸倒引当金繰入額    154,695     －     

６．たな卸資産評価損    58,013     －     

７．合併費用   －     21,683     

８．本社移転費用   －     6,388     

９．その他   68,170 547,651 5.2 5,406 56,117 0.9 

税金等調整前当期純損
失（△） 

    △537,112 △5.1   △46,318 △0.7 

法人税、住民税及び事
業税 

  33,294     11,735     

法人税等調整額   8,583 41,878 0.3 898 12,633 0.2 

少数株主利益     10,247 0.1   6,825 0.1 

当期純損失（△）     △589,237 △5.5   △65,777 △1.0 

                



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  458,000

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．増資による新株の発行  173,600 173,600

Ⅲ 資本剰余金期末残高  631,600

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △952,332

Ⅱ 利益剰余金減少高  

１．当期純損失  589,237 589,237

Ⅲ 利益剰余金期末残高  △1,541,569

   



連結株主資本等変動計算書 

 当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

   株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    
（千円） 

1,434,400 631,600 △1,541,569 △515 523,914 

連結会計年度中の変動額          

当期純損失     △65,777   △65,777 

自己株式の取得        △10 △10 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

         

連結会計年度中の変動額合計  
 （千円) 

－ － △65,777 △10 △65,787 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,434,400 631,600 △1,607,347 △525 458,127 

  評価・換算差額等 

少数株主
持    分 

純資産合計 
 

そ の 他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高    
（千円） 

2,857 7,079 9,937 100,849 634,702 

連結会計年度中の変動額          

当期純損失         △65,777 

自己株式の取得         △10 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

△1,668 2,141 472 7,627 8,100 

連結会計年度中の変動額合計 
                （千円) 

△1,668 2,141 472 7,627 △57,686 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

1,189 9,221 10,410 108,477 577,015 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純損失   △537,112 △46,318 

減価償却費   69,073 41,524 

減損損失    124,384 18,374 

営業権償却   39,281 － 

連結調整勘定償却額   △68,404 － 

のれん償却額   － 5,086 

店舗閉鎖損    96,649 － 

たな卸資産評価損   58,013 － 

貸倒引当金の増減額（△は減少）   71,595 △3,405 

賞与引当金の減少額   △3,788 － 

退職給付引当金の減少額   △2,317 － 

返品調整引当金の増減額（△は減少）   7,031 △765 

受取利息及び受取配当金   △1,922 △4,931 

支払利息   42,055 25,423 

関係会社株式売却益    △234,016 － 

固定資産売却損益   5,226 64 

売上債権の増減額（△は増加）   86,297 △43,488 

たな卸資産の増減額（△は増加）   242,102 △54,633 

仕入債務の増減額（△は減少）   △185,645 347,208 

その他   △116,867 △85,286 

小計   △308,362 198,852 

利息及び配当金の受取額   1,922 4,931 

利息の支払額   △42,857 △25,237 

法人税等の支払額   △46,359 △17,803 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △395,657 160,743 

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △24,961 △23,510 

有形固定資産の売却による収入   4,300 190 

無形固定資産の取得による支出   △9,329 △12,622 

無形固定資産の売却による収入   1,365 － 

投資有価証券の取得による支出   △5,199 △2,455 

投資有価証券の売却による収入   76,071 － 

出資金の返還による収入   50 101 

貸付けによる支出   △14,189 △12,807 

貸付金の回収による収入   3,495 5,227 

敷金・保証金の差入による支出   △40,562 △622 

敷金・保証金の返還による収入   73,384 10,966 

固定化債権の回収による収入    144,576 － 

連結範囲の変更を伴う関係会社株式の売
却による支出  

  △46,525 － 

関係会社株式の売却による収入   － 238,000 

グループ預け金の増減額（△は増加）   △170,626 128,307 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △8,152 330,773 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の増減額（△は減少）   109,730 △68,663 

長期借入れによる収入   35,000 － 

長期借入金の返済による支出   △308,320 △273,612 

株式の発行による収入    347,954 － 

自己株式の取得による支出   △38 △10 

長期未払金の支払による支出   △121,847 △100,311 

財務活動によるキャッシュ・フロー   62,478 △442,597 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   2,488 353 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   △338,843 49,272 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   521,006 182,162 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 182,162 231,435 

        



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度において１億82百万

円の営業損失を計上し、営業キャッシュ・フローも４億

94百万円のマイナスとなっております。また、当連結会

計年度においても５億39百万円の営業損失を計上し、営

業キャッシュ・フローも３億95百万円のマイナスとなっ

ております。当該状況により、継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

 当社グループは、ヤマノグループのアパレル事業の中

核としてかかる状況を改善するため、株式会社ヤマノホ

ールディングコーポレーションとの密接な関係を維持し

つつ、業績の改善と経営の効率化を図るため、中期経営

計画を策定し、収益基盤の強化とグループ企業価値の向

上を目指してまいります。 

 中期経営計画の各社別骨子は次のとおりです。 

 当社においては、中核事業の意匠撚糸事業は、日本に

おける意匠撚糸のナンバーワン企業として、その技術を

継承し、常に新たな素材開発に努めます。また、ニット

素材分野における豊富な技術や知識を生かし、素材のみ

ならず特徴ある製品の開発を行います。 

 具体的には、 

 ①意匠撚糸国内事業は、商品と販売戦略を明確にし、 

  効率を求め、収支のバランスを重視します。 

 ②意匠撚糸中国事業は、生産から販売まで一貫システ 

  ムを確立し、積極的な販売活動を行い、事業拡大を 

  図ります。 

  ③ニット製品事業は、東京（販売・企画）と上海の現 

  地法人（生産）の共同ワークを推進し、製品チーム 

  の充実を図ります。   

タケオニシダ・ジャパン株式会社においては、経費削 

減を主とする筋骨質な体質の改善はほぼ完了し、販路拡

大、ブランド力の向上、認知度の向上を図り、安定収益

体制を構築します。「TAKEO NISHIDA」は日本を代表す

るロイヤルデザイナーブランドとしてより優れたデザイ

ン力と商品開発力を追求し、そのブランド力とイメージ

力を基に企業価値を高め、安定収益を確保します。 

 東京ブラウス株式会社においては、全事業部バランス

のとれた収益体制を目指します。ブラウス事業部は競争

優位性のあるセレモニーブラウスの更なる百貨店市場の

独占化を図り、シャツアイテムではミセスからシニア層

まで顧客の拡大を目指します。また、通販・テレビショ

ッピング等の新規販売チャネルの開拓をします。クレイ

サス事業部は商品企画の再構築を図り、顧客ターゲット

を25歳に明確に設定し、販売推進の強化を行います。ま

た、インターネット販売・ライセンスビジネスの拡大を

目指します。ドレス事業部は専門店・通販・テレビショ

ッピング等の新規販売チャネルの拡大を目指します。 

 当社グループは、前連結会計年度において５億39百万

円の営業損失を計上し、営業キャッシュ・フローも３億

95百万円のマイナスとなっております。また、当連結会

計年度において営業利益を確保したものの、65百万円の

当期純損失を計上しております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

  当社グループは、ヤマノグループのアパレル事業の中

核としてかかる状況を改善するため、株式会社ヤマノ 

ホールディングスとの密接な関係を維持しつつ、業績の

改善と経営の効率化を図るため、収益基盤の強化に努め

てまいりました。さらに、経営資源及びノウハウの共有

化を図るため、当社は、平成19年２月14日開催の臨時株

主総会の決議を経て、平成19年４月１日を合併期日とし

て株式会社丸正と合併し、株式会社丸正が存続会社とな

り当社は解散いたしました。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 また、資金面におきましては、親会社株式会社ヤマノ

ホールディングコーポレーションによる当社の平成17年

４月15日付第三者割当増資の引受や当社グループへの貸

付など、同社からの財務的支援を受けており、今後も当

社グループは同社による安定的協力の回答を得ておりま

す。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反

映しておりません。 

 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項    子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社名 

    堀田(上海)貿易有限公司 

   タケオニシダ・ジャパン株式会社 

   東京ブラウス株式会社 

   東京華麗絲有限公司 

丸福商事株式会社及び同社の子会社株

式会社トリニティについては、当連結会

計年度末に丸福商事株式会社の全株式を

譲渡したため、連結の範囲から除いてお

ります。連結損益計算書及び連結キャッ

シュ・フロー計算書には、同社株式譲渡

までの損益及びキャッシュ・フローが含

まれております。 

   子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数  ４社 

連結子会社名 

    堀田(上海)貿易有限公司 

   タケオニシダ・ジャパン株式会社 

   東京ブラウス株式会社 

   東京華麗絲有限公司 

  

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法適用の関連会社数  １社 

   株式会社西田武生デザイン事務所 

株式会社西田武生デザイン事務所は、

重要性が増したため、当連結会計年度よ

り持分法の適用範囲に含めております。 

 持分法適用の関連会社数  １社 

   株式会社西田武生デザイン事務所 

  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、堀田(上海)貿易有

限公司及び東京華麗絲有限公司の決算日

は12月31日であり、連結決算日との差は

３ヵ月以内であるため、当該連結子会社

の事業年度に係る財務諸表を基礎として

連結を行っております。 

連結決算日と上記の決算日との期間に

発生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

  

同左 

  

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

イ 有価証券 

  その他有価証券 

    (時価のあるもの) 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

  (時価のあるもの) 

  決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。      

   （時価のないもの） 

  移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

 （時価のないもの） 

        同左 

  ロ デリバティブ 

  時価法によっております。 

ロ デリバティブ 

────── 

  ハ たな卸資産 

  意匠撚糸 

  総平均法による原価法を採用して 

  おります。 

 洋装製品 

  個別法による原価法を採用してお 

  ります。 

ハ たな卸資産 

  意匠撚糸 

       同左 

 

 洋装製品 

       同左 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を、

また、在外連結子会社は定額法を採用し

ております。 

（ただし、国内連結子会社は平成10年４

月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法によっております。） 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。       

建物及び構築物 ３～26年 

機械装置及び運

搬具 

10～11年 

その他 10～11年 

イ 有形固定資産 

同左 

  ロ 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、ソフトウェア(自社利用分) 

 は、社内における利用可能期間(５年) 

 に基づく定額法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

        同左 

  

  

  

  ハ 長期前払費用 

  定額法を採用しております。 

  

ハ 長期前払費用 

       同左 

  

(3）繰延資産の処理方法  新株発行費は、支出時に全額費用とし

て処理しております。 

────── 

(4) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

       同左 

  ロ 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、賞

与支給見込額の当連結会計年度負担額を

計上しております。 

 ただし、当連結会計年度は支給見込額

がないため賞与引当金は計上しておりま

せん。 

ロ 賞与引当金 

同左   

  

  ハ 退職給付引当金 

     ────── 

（追加情報） 

 当社は、平成17年３月31日開催の取締

役会において、退職金制度の廃止が決議

された後、当社労働組合と協定し、退職

金制度を廃止しました。これに伴い、制

度廃止時の退職金規程に基づく自己都合

による要支給額を長期未払金に振り替え

ております。 

ハ 退職給付引当金 

     ────── 

  

  ニ 返品調整引当金 

一部の連結子会社は、洋装品売上に 

 係る返品に対処するため、当連結会計 

 年度末前一定の期間の売上高を基礎と 

 して、返品見込額のうち売買利益相当 

 額を計上しております。 

ニ 返品調整引当金 

       同左 

      

 



  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物 

為替相場により円貨に換算し、換算差額 

は損益として処理しております。なお、 

在外子会社等の資産及び負債は、決算日 

の直物為替相場により円貨に換算し、収 

益及び費用は期中平均相場により円貨に 

換算し、換算差額は少数株主持分及び資 

本の部における為替換算調整勘定に含め 

て計上しております。 

  

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物 

為替相場により円貨に換算し、換算差額 

は損益として処理しております。なお、 

在外子会社等の資産及び負債は、決算日 

の直物為替相場により円貨に換算し、収 

益及び費用は期中平均相場により円貨に 

換算し、換算差額は純資産の部における 

為替換算調整勘定及び少数株主持分に含

めて計上しております。 

  

  

(6) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

          同左 

(7）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。

また、為替変動リスクのヘッジについて

振当処理の要件を充たしている場合に

は、振当処理を採用しております。   

 ────── 

    

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 …… 為替予約 

         通貨スワップ 

 ヘッジ対象 …… 外貨建金銭債務 

         外貨建予定取引   

 ────── 

         

  ハ ヘッジ方針 

  為替変動リスクを回避するため、対象

債務の範囲内でヘッジを行っています。

 ────── 

          

  ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段の資産・負債

に関する重要な条件が同一である場合に

は、ヘッジ有効性評価を省略しておりま

す。 

 ────── 

  

(8）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

        同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

        同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間での均等償却を行っております。 

────── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 ──────   のれんの償却については、５年間の定

額法により償却を行っております。 

８. 利益処分項目等の取扱に

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益 

処分又は損失処理について、連結会計年

度中に確定した利益処分又は損失処理に

基づいて作成しております。 

────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。  

        同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税金等調整前当期純損失は

124,384千円増加しております。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 

────── 

────── （受取ロイヤリティに係る会計基準） 

 従来、ライセンシーから受け取るライセンス料につ

いては、営業外収益の「受取ロイヤリティ」として計

上しておりましたが、当連結会計年度より売上高に含

めて計上することに変更しました。 

   この変更は、今後のライセンスビジネスの拡大を目

指すことに伴い、ライセンス収入の位置付けを本業と

して見直した結果であり、経営環境の変化に対応した

ものであります。また、当該収入はライセンスビジネ

スの営業活動の成果であることから、当社グループの

営業活動の実態をより適切に表示するために行ったも

のであります。 

 この変更により、従来と同一の方法によった場合に

比べ、売上高、売上総利益は79,440千円増加し、営業

利益は同額増加しております。なお、経常利益及び税

金等調整前当期純損失への影響はありません。 

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。これまでの資本の部の合計に相当する金額は

468,537千円であります。なお、当連結会計年度におけ

る連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。   



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

１．「未収入金」は、前連結会計年度まで、流動資産の 

 「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会 

 計年度において、資産の総額の 100分の５を超えたた 

  め区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度末の「未収入金」は26,807千 

  円であります。 

２．「預け金」は、前連結会計年度まで、流動資産の 

  「その他」に含めて表示しておりましたが、当連結会 

  計年度において、資産の総額の 100分の５を超えたた 

  め区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度末の「預け金」は13,992千円 

 であります。 

３．「長期貸付金」は前連結会計年度まで、投資その他 

 の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、 

 当連結会計年度において資産の総額の100分の１を超 

 えたため区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度末の「長期貸付金」は995千 

 円であります。  

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度において、「連結調整勘定」として 

 掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれ 

 ん」と表示しております。  

（連結損益計算書） 

１．「貸倒引当金戻入益」は、前連結会計年度まで、特 

 別利益の「その他」に含めて表示しておりましたが、 

 当連結会計年度において、特別利益の総額の100分の 

 10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前連結会計年度の「貸倒引当金戻入益」は 

 6,134千円であります。 

（連結損益計算書） 

１．「協賛金収入」は、前連結会計年度まで営業外収 

  益の「その他」に含めて表示しておりましたが、営 

  業外収益の総額の100分の10を超えたため、区分掲記 

  しております。 

   なお、前連結会計年度における「協賛金収入」の 

  金額は6,906千円であります。  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「その他流動 

 資産の減少額」及び「その他流動負債の減少額」につ

 きましては、当連結会計年度より「その他」に含めて 

 表示しております。 

  なお、当連結会計年度のそれぞれの金額は、11,696 

 千円、△22,644千円であります。 

２. 営業活動によるキャッシュ・フローの「破産・更生 

 債権等の減少額」につきましては、金額的重要性が乏 

 しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含 

 めて表示しております。 

  なお、当連結会計年度の「破産・更生債権等の減少 

 額」は、1,501千円であります。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１. 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」 

 として掲記されていたものは、当連結会計年度から 

 「のれん償却額」と表示しております。  

 

  

  



追加情報 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成16年３月30日、丸福商事株式会社の全株

式を取得して同社を子会社としました。これに関し、東

京証券取引所は、本子会社化後の当社が実質的な存続会

社ではないと認定し、これにより当社は、新規上場審査

に準じた審査を受けるための期間（猶予期間）に入りま

した。東京証券取引所の上場規則によれば、実質的な存

続会社ではないと判断された場合でも直ちに上場廃止に

なるのではなく、子会社化期日以降 初に到来する決算

（平成16年３月末）から３年経過後（平成19年３月末）

まで猶予期間とされ、この間上場は引き続き維持され、

新規上場審査に準じた審査を受けることとなっておりま

す。従って、猶予期間中であっても、株式の売買はこれ

までどおり可能であり、子会社化後の企業活動にも支障

はありません。しかし、新規上場審査に準じた審査に適

合しないまま、猶予期間が終了した場合、監理ポストに

割り当てられることとなります。 

          ──────── 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．受取手形割引高          240,583千円 １．受取手形割引高          336,154千円 

※２．当社の発行済株式総数は、普通株式36,800,000株 

    であります。  

※２．       ────── 

※３．当社が保有する自己株式の数は、以下のとおりで 

  あります。 

普通株式 4,548株

※３．       ────── 

４．当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた 

 め取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミットメン 

 ト契約を締結しております。これら契約に基づく当連 

 結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま 

 す。 

 ４．         ────── 

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額 

 220,000千円

借入実行残高 ― 千円

 差引残高 220,000千円

 

 ※５        ────── ※５．連結会計年度末日満期手形 

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手 

  形交換日をもって決済処理をしております。なお、当 

   連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、 

   次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高 

   に含まれております。 

        受取手形            6,459千円 

        支払手形           45,534千円 

  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

給料手当 913,038千円

販売手数料 834,458千円

賞与引当金繰入額 3,000千円

給料手当    681,592千円

販売手数料    362,956千円

販売員報酬    361,271千円

※２．主に子会社の過年度未払費用修正によるものであ 

  ります。 

※２．       ────── 

※３．当社の機械装置及び子会社の車両の売却によるも 

  のであります。 

※３．当社の車両運搬具の売却によるものであります。 

※４．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

※４．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 

 当社グループは、事業の関連性により資産のグルー

ピングを行っております。但し、遊休資産について

は、個々の物件をグルーピングの 小単位としており

ます。上記資産は、継続的な時価の下落等により、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（124,384千円）として、特別損失に計上してお

ります。 

 その内訳は、建物14,881千円、土地273千円、営業

権102,864千円及び電話加入権6,364千円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額

（固定資産税評価額を基礎に公示価格相当額へ調整を

行った額）等により算定しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 
（千円）  

静岡県熱海市他 遊休資産 建物及び土地 9,155 

福岡県福岡市 店舗 建物 5,999 

東京都渋谷区   － 営業権 102,864 

－ 遊休資産 電話加入権 6,364 

場所 用途 種類 
減損損失 
（千円）  

東京都渋谷区 本社  建物・備品等 1,740 

愛知県一宮市 
 事務所 
 ・倉庫 

 建物・機械等 6,051 

大阪市中央区  事務所 車両・備品 445 

東京都調布市 店舗  建物  2,476 

宮城県仙台市 店舗 長期前払費用 2,844 

東京都江東区 遊休資産 備品 4,376 

－ 遊休資産 電話加入権 440 

 当社グループは、事業の関連性により資産のグルー

ピングを行っております。但し、遊休資産について

は、個々の物件をグルーピングの 小単位としており

ます。上記資産のうち、収益性が低下した事業用資産

について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（11,081千円）として、直営店舗に

ついては、閉鎖が予定されている店舗につき、その帳

簿価額全額を減損損失（ 2,476千円）として、遊休資

産については、継続的な時価の下落等により、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（4,816千円）として特別損失に計上しております。 

 その内訳は、建物5,915千円、機械及び装置2,259千

円、車両471千円、工具器具備品6,023千円、長期前払

費用2,844千円及び電話加入権860千円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額

（売却予定価額及び鑑定評価に基づき算出した額）に

より算定しております。 

※５．店舗閉鎖損 

 主として、丸福商事㈱における小売部門の撤退に

伴う在庫処分によるものであります。 

※５．店舗閉鎖損 

 主として、東京ブラウス㈱における店舗閉鎖によ

るものであります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加 0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 36,800 － － 36,800 

合計 36,800 － － 36,800 

自己株式        

普通株式 4 0 － 4 

合計 4 0 － 4 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 182,162千円

現金及び現金同等物 182,162千円

現金及び預金勘定    231,435千円

現金及び現金同等物    231,435千円

２．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな 

くなった会社の資産及び負債の内訳 

２．       ────── 

 株式の売却により丸福商事株式会社及び株式会社ト

リニティが連結子会社でなくなったことに伴う売却時

の資産及び負債の内訳並びに丸福商事株式会社及び株

式会社トリニティ株式の売却価額と売却による収入は

次のとおりであります。 

  

  （千円）

流動資産 1,198,197 

固定資産 74,870 

流動負債 △1,008,559 

固定負債 △261,016 

その他有価証券評価差額金 490 

関係会社株式売却益 234,016 

関係会社株式売却額 238,000 

未収入金 △238,000 

連結除外会社の現金及び現金同

等物 
△46,525 

差引：連結範囲の変更を伴う関

係会社株式の売却による収入 
△46,525 

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具 4,839 161 4,677

工具器具及び
備品  

4,500 2,850 1,650

合計 9,339 3,011 6,327

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車両運搬具 5,218 782 4,436

工具器具及び
備品  

4,500 3,750 750

合計 9,718 4,532 5,186

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,978千円

１年超 5,224千円

合計 7,203千円

１年内      1,998千円

１年超      4,287千円

合計      6,286千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 5,404千円

減価償却費相当額 4,871千円

支払利息相当額 294千円

支払リース料      2,526千円

減価償却費相当額      2,005千円

支払利息相当額    374千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

           同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

           同左 

（減損損失） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

（減損損失） 

            同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度中及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 

前連結会計年度（平成18年３月31日） 当連結会計年度（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えるもの 
            

(1) 株式 3,679 7,007 3,328 5,073 7,496 2,423 

(2) 債券 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 3,679 7,007 3,328 5,073 7,496 2,423 

連結貸借対照表計上額が取得

原価を超えないもの 
            

(1) 株式 － － － 1,062 1,033 △28 

(2) 債券 － － － － － － 

(3) その他 － － － － － － 

小計 － － － 1,062 1,033 △28 

合計 3,679 7,007 3,328 6,135 8,530 2,395 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

売却額 (千円) 
売却益の合計額 

（千円） 
売却損の合計額 

（千円） 
売却額 (千円) 

売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

76,071 28,492 10 － － － 

  

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 20 20 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社グループのデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されているため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1)取引の内容 

   利用しているデリバティブ取引は、為替予約及び通

貨スワップ取引であります。 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用してい

ないため、該当事項はありません。 

  

(2)取引に対する取組方針 

   デリバティブ取引は、グループ全体の将来の為替変

動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。 

  

             

(3)取引の利用目的 

   デリバティブ取引は、グループ全体の外貨建金銭債

務の為替変動リスクを回避する目的で利用しておりま

す。 

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

  

             

  

  ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。 

  

            

 ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…為替予約・通貨スワップ 

 ヘッジ対象…外貨建金銭債務・外貨建予定取引 

  

    

  

ヘッジ方針 

外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避するため、

対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

  

             

(4)取引に係るリスクの内容 

   為替予約及び通貨スワップ取引は為替相場の変動に

よるリスクを有しております。 

   なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定

しているため信用リスクはほとんどないと認識してお

ります。 

  

   

  

(5)取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

  

             



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社及び当社グループの取締役13名、監査役３名、執行役

員２名及び従業員216名 合計234名 

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式   668,000株 

付与日 平成16年７月29日 

権利確定条件 
 付与日（平成16年７月29日）以降、権利確定日（平成18年

６月30日）まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間 平成16年７月29日～平成18年６月30日 

権利行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日 

 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 387,000 

付与 － 

失効 9,000 

権利確定 378,000 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 － 

権利確定 378,000 

権利行使 － 

失効 40,000 

未行使残 338,000 

 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 155 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

  の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 

  の内訳 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

  率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

  因となった主要な項目別の内訳 

  

  当連結会計年度については税金等調整前当期純損失 

  が計上されているため、記載を省略しております。 

   

繰延税金資産(流動)  

未払事業税 896千円

たな卸資産評価損否認 3,520千円

賞与引当金限度超過額 2,281千円

貸倒引当金限度超過額 59,742千円

その他 692千円

繰延税金資産小計 67,133千円

評価性引当額 △63,612千円

繰延税金資産(流動)合計 3,520千円

繰延税金資産(固定)  

長期未払金否認 61,571千円

貸倒引当金限度超過額 32,213千円

投資有価証券評価損否認 12,627千円

会員権評価損否認 25,511千円

減損損失 51,079千円

繰越欠損金 610,616千円

繰越外国税額控除  2,412千円

減価償却超過額 15,536千円

その他 4,730千円

 繰延税金資産小計 816,299千円

 評価性引当額 △816,299千円

 繰延税金資産(固定)合計 －千円

繰延税金負債(固定)  

その他有価証券評価差額金 1,641千円

繰延税金負債(固定)合計 1,641千円

繰延税金資産(固定)の純額 △1,641千円

  

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

  率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

  因となった主要な項目別の内訳 

  

           同 左   

繰延税金資産(流動)  

未払事業税 1,666千円

たな卸資産評価損否認 8,893千円

繰越欠損金  34,297千円

その他 3,677千円

繰延税金資産小計 48,534千円

評価性引当額 △45,873千円

繰延税金資産(流動)合計 2,660千円

繰延税金資産(固定)  

長期未払金否認 48,942千円

貸倒引当金限度超過額 25,080千円

会員権評価損否認 25,711千円

減損損失 12,899千円

繰越欠損金 505,101千円

繰越外国税額控除  7,513千円

減価償却超過額 14,326千円

その他 3,998千円

 繰延税金資産小計 643,573千円

 評価性引当額 △643,573千円

 繰延税金資産(固定)合計 －千円

繰延税金負債(固定)  

その他有価証券評価差額金 1,260千円

繰延税金負債(固定)合計 1,260千円

繰延税金資産(固定)の純額 △1,260千円

  

  

  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品商品の種類で区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（57,128千円）の主なものは、当社グル 

  ープの全体の管理に係る費用であります。 

４. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

５．従来、主に洋装事業として連結の範囲に含めていた丸福商事㈱及び主に宝飾事業として連結の範囲に含め 

  ていた同社の子会社である㈱トリニティについては、当連結会計年度末において当社が保有する丸福商事 

  ㈱の全株式を㈱ヤマノホールディングコーポレーションへ譲渡したため、連結子会社から除外しておりま 

  す。なお、当連結会計年度においては、株式譲渡時までの売上高及び営業損益を取り込んでおります。 

  
意匠撚糸
事業 
（千円） 

洋装事業 
（千円） 

宝飾事業
（千円）

その他
事業 
（千円）

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益               

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 1,226,560 8,753,772 441,366 207,938 10,629,638 － 10,629,638

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － － －

計 1,226,560 8,753,772 441,366 207,938 10,629,638 － 10,629,638

営業費用 1,333,685 9,133,544 424,539 220,677 11,112,445 57,128 11,169,573

営業利益（又は営業損失

△） 
△107,124 △379,771 16,827 △12,738 △482,807 (57,128) △539,935

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
             

資産 1,276,573 2,024,453 － － 3,301,027 － 3,301,027

減価償却費 1,232 114,803 1,878 874 118,789 － 118,789

減損損失 389 123,763 75 156 124,384 － 124,384

資本的支出 716 115,830 136 211 116,895 － 116,895

事業区分 主要な製品商品 

意匠撚糸事業 リングヤーン、シャギーヤーン、ポーラヤーン、テープヤーン、特殊紡績糸 

洋装事業 
レディース、キッズ、ブラウス、スカート、パンツ、ワンピース、スーツ、 

ドレス、服飾雑貨 

宝飾事業 ダイヤモンドリング、ファッションリング、ネックレス、時計 

その他事業 呉服等 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分は、製品商品の種類で区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（60,702千円）の主なものは、当社グル 

  ープの全体の管理に係る費用であります。 

４. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

５．従来、主に洋装事業として連結の範囲に含めていた丸福商事㈱及び主に宝飾事業として連結の範囲に含め 

  ていた同社の子会社である㈱トリニティについては、前連結会計年度末において当社が保有する丸福商事 

  ㈱の全株式を㈱ヤマノホールディングス（旧㈱ヤマノホールディングコーポレーション）へ譲渡いたしま 

  した。これにより、宝飾事業及びその他の事業を営む会社がなくなったため、宝飾事業及びその他の事業 

  は、当連結会計年度より廃止いたしました。 

  
意匠撚糸
事業 
（千円） 

洋装事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 1,379,234 5,222,626 6,601,861 － 6,601,861 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － － － 

計 1,379,234 5,222,626 6,601,861 － 6,601,861 

営業費用 1,461,605 5,072,988 6,534,594 60,702 6,595,296 

営業利益（又は営業損失

△） 
△82,370 149,638 67,267 (60,702) 6,565 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
          

資産 1,357,466 1,675,860 3,033,327 － 3,033,327 

減価償却費 1,014 40,510 41,524 － 41,524 

減損損失 7,464 10,909 18,374 － 18,374 

資本的支出 1,252 29,615 30,868 － 30,868 

事業区分 主要な製品商品 

意匠撚糸事業 リングヤーン、シャギーヤーン、ポーラヤーン、テープヤーン、特殊紡績糸等 

洋装事業 
レディース、ブラウス、スカート、パンツ、ワンピース、スーツ、ドレス、 

服飾雑貨等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割

合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割

合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

(2）兄弟会社等 

  

 （注1） 上記(1）(2）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて 

おります。 

 （注2） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案し、合理的に決定しております。 

    なお、期中において当該借入金はすべて返済しております。 

② 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案し、合理的に決定しております。 

③ 上記会社への当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。 

 （注3)  同社に対し丸福商事株式会社の株式を売却した際の売却価額であります。なお当該金額は、第三者の株価 

算定に基づき決定しております。 

  

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

親会社 

㈱ヤマノホ

ールディン

グコーポレ

ーション 

東京都 

渋谷区 
1,184,339 持株会社 

直接 

53.81 
  －   － 

資金の借入

 （注2） 
10,000 借入金 － 

利息の支払

 （注2） 
3,519 － － 

株式の売却

 （注3） 
238,000 未収入金 238,000 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

親会社

の子会

社 

丸福商事㈱ 
福岡市
東区 

95,000 
洋装事業 
宝飾事業 
その他事業 

  －   － 
当社製品

の販売先

資金の貸付

 （注2） 
110,000 貸付金 110,000 

当社製品の

販売 

 （注2） 

－ 売掛金 14,937 

親会社

の子会

社 

㈱エマイ
ユ 

東京都
渋谷区 

30,000 洋装事業 － －
当社製品

の販売先

当社製品
の販売 

 （注2） 
30,535 売掛金 10,262



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

(1) 親会社及び法人主要株主等 

(2）兄弟会社等 

  

 （注1） 上記(1）(2）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて 

おります。 

 （注2） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

① 資金の借入については、借入利率は市場金利を勘案し、合理的に決定しております。     

② 資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案し、合理的に決定しております。 

③ 上記会社への当社製品の販売については、市場価格を参考に決定しております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
被所有割合
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

親会社 

㈱ヤマノホ

ールディン

グス 

東京都 

渋谷区 
1,222,399 持株会社 

直接 

53.81 
  －   － 

資金の借入

 （注2） 
30,000  借入金 29,462 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
被所有割合
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

親会社

の子会

社 

丸福商事㈱ 
福岡市
東区 

95,000 

洋装事
業 
宝飾事
業 
その他
事業 

  －   －   － 

資金の貸付

 （注2） 
－ 貸付金 110,000 

受取利息 

 （注2） 
3,304 ー   － 

親会社

の子会

社 

㈱エマイ
ユ 

東京都
渋谷区 

30,000
洋装事
業 

－ －
当社製品

の販売先

当社製品
の販売 

 （注1） 
13,559 売掛金 4,619



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 14円51銭

１株当たり当期純損失金額 16円06銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額   12円73銭

１株当たり当期純損失金額   1円79銭

          同 左 

 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純損失金額     

当期純損失（千円） 589,237 65,777 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 589,237 65,777 

期中平均株式数（千株） 36,688 36,795 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

旧商法第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づく新株予

約権 

 平成16年６月25日定時株主

総会決議（新株予約権の数 

387個）  

なお、新株予約権の概要は

「第４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、(2) 新株予

約権等の状況」に記載のとお

りであります。  

旧商法第280条ノ20及び第280

条ノ21の規定に基づく新株予

約権 

 平成16年６月25日定時株主

総会決議（新株予約権の数 

338個）  

なお、新株予約権の概要は

「第４ 提出会社の状況、

１ 株式等の状況、(2) 新株予

約権等の状況」に記載のとお

りであります。  



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

                 ──────  当社は、平成19年２月14日開催の臨時株主総会の決議

を経て、平成19年４月１日を合併期日として親会社であ

る株式会社ヤマノホールディングスの連結子会社である

株式会社丸正と合併いたしました。 

その主な内容は下記のとおりであります。 

１. 合併の目的 

   ヤマノグループにおける洋装事業の統合を図り、経 

  営資源及びノウハウの共有化を図り、各事業の効率化 

  と一体化の推進を目的としております。 

２. 合併の時期 

   合併期日（効力発生日）   平成19年４月１日 

３. 合併の方法 

   株式会社丸正を存続会社とする吸収合併方式で、当 

  社は解散いたします。なお、商号を「堀田丸正株式会 

  社」に 変更いたします。  

４. 合併比率等 

   堀田産業株式会社の株式１株に対して株式会社丸正 

  の株式0.7株を割て交付いたします。 

５. 合併財産の引継 

  堀田産業株式会社は、平成19年３月31日現在の貸借 

  対照表その他同日の計算を基礎とし、合併の効力発生 

  日においてその資産、負債その他一切の権利義務を株 

  式会社丸正に引き継ぎ、株式会社丸正はこれを承継す 

 る。  

６．相手会社の主な事業内容、規模 

 （平成19年3月期） 

   主な事業内容   各種繊維製品と宝 

            石、貴金属等卸売 

   売上高       6,476百万円 

   当期純損失      473百万円 

   総資産額      5,134百万円 

   純資産額      1,765百万円 

   従業員数      55名  

         



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。    

   ２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであり

ます。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 597,625 528,962 2.88 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 493,612 233,258 3.46 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 21,978 8,720 3.25 平成21年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,113,215 770,940 － － 

  
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 7,008 1,712 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     86,273     49,828  

２．受取手形 ※4,9   129,950     57,481  

３．売掛金 ※４   203,815     315,219  

４．製品商品     269,333     283,578  

５．原材料     82,433     102,996  

６．前払費用     7,758     3,818  

７．短期貸付金     116,000     －  

８．未収入金 ※４   262,043     40,847  

９．その他     6,874     6,658  

  貸倒引当金     △8,535     △219  

流動資産合計     1,155,948 84.6   860,210 60.8

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物   6,461     4,233    

減価償却累計額   3,840 2,620   4,233 0  

２．構築物   1,180     683    

減価償却累計額   656 524   683 0  

３．機械及び装置   10,317     8,057    

減価償却累計額   7,671 2,645   8,057 0  

４．車両及び運搬具   12,065     8,645    

減価償却累計額   11,247 818   8,645 0  

５．工具器具及び備品   11,273     3,473    

減価償却累計額   9,357 1,916   3,308 165  

有形固定資産合計     8,525 0.6   165 0.0

(2）無形固定資産              

１．電話加入権     620     200  

無形固定資産合計     620 0.0   200 0.0

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券     20     20  

２．関係会社株式     186,618     186,618  

３．出資金     1     －  

４．長期貸付金     －     110,000  

５. 関係会社長期貸付金     155,245     537,918  

６．固定化債権 ※１   506,303     506,303  

７．保証預け金     12,518     11,672  

８．会員権     3,900     3,900  

  貸倒引当金     △662,592     △802,981  

投資その他の資産合計     202,014 14.8   553,451 39.2

固定資産合計     211,159 15.4   553,816 39.2

資産合計     1,367,107 100.0   1,414,027 100.0

               

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※９    165,847     287,553  

２．買掛金     69,221     133,996  

３．短期借入金 ※４   271,068     428,962  

４．１年以内返済予定長期借入金     243,612     233,258  

５．未払金     18,099     13,770  

６．未払費用     4,917     5,153  

７．未払法人税等     7,591     7,040  

８．未払消費税等     5,237     －  

９．預り金     1,031     807  

10. 前受収益      497     －  

11. その他      1,827     101  

流動負債合計     788,950 57.7   1,110,644 78.6

Ⅱ 固定負債              

 １．長期借入金     21,978     8,720  

２. 長期未払金      105,729     91,778  

３．預り保証金     8,000     －  

固定負債合計     135,707 9.9   100,498 7.1

負債合計     924,658 67.6   1,211,143 85.7

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   1,434,400 104.9   － －

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   631,600     －    

資本剰余金合計     631,600 46.2   － －

Ⅲ 利益剰余金              

１．当期未処理損失   1,623,034     －    

利益剰余金合計     △1,623,034 △118.7   － －

Ⅳ 自己株式 ※３   △515 △0.0   － －

資本合計     442,449 32.4   － －

負債資本合計     1,367,107 100.0   － －

               

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   1,434,400 101.4 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     631,600     

資本剰余金合計      － －   631,600 44.7 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     △1,862,591     

利益剰余金合計      － －   △1,862,591 △131.7 

４．自己株式     － －   △525 △0.1 

株主資本合計      － －   202,883 14.3 

純資産合計      － －   202,883 14.3 

負債純資産合計      － －   1,414,027 100.0 

               



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高     1,297,077 100.0   1,446,198 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．製品商品期首棚卸高   348,289     269,333     

２．当期商品仕入高   261,304     326,946     

３．当期製品製造原価   690,405     847,475     

合計   1,299,999     1,443,755     

４．製品商品期末棚卸高   269,333 1,030,665 79.5 283,578 1,160,177 80.2 

売上総利益     266,412 20.5   286,020 19.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費               

１. 販売手数料   30,987     22,460     

２．運賃荷造費   23,828     23,648     

３. 支払手数料   41,854     48,845     

４．商品見本費   16,653     20,093     

５．役員報酬   37,676     29,133     

６．給料手当   129,069     124,517     

７．減価償却費   1,276     1,008     

８．家賃・賃借料   68,708     72,928     

９．その他   98,363 448,416 34.5 103,907 446,543 30.9 

営業損失     182,004 △14.0   160,523 △11.1 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   9,728     14,333     

２. 経営指導料等  ※５ 110,104     99,402     

３．その他   5,637 125,471 9.6 968 114,704 7.9 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息 ※５ 20,850     17,348     

２．手形売却損    3,817     4,326     

３．新株発行費    2,045     －     

４．その他   3,036 29,751 2.3 242 21,918 1.5 

経常損失     86,284 △6.7   67,736 △4.7 

 



製造原価明細書 

 （注） 当社の原価計算の方法は工程別、総合原価計算を採用しております。 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅵ 特別利益               

１．投資有価証券売却益   9,337     －     

２．貸倒引当金戻入益   152,585     2,316     

３．保証債務戻入益   －     1,726     

４．賞与引当金戻入益   3,788 165,710 12.8 － 4,042 0.3 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産売却損 ※１ 4,154     64     

２．固定資産廃棄損 ※２ 1,337     500     

３．減損損失 ※３ 425     8,237     

４．関係会社株式売却損   592,870     －     

５．関係会社株式評価損   31,255     －     

６．貸倒引当金繰入額   161,245     134,388     

７．本社移転費用   －     6,388     

８．支店移転費用   7,932     －     

９．合併費用   － 799,220 61.6 21,683 171,263 11.8 

税引前当期純損失     719,793 △55.5   234,958 △16.2 

法人税、住民税及び事
業税 

※４   5,372 0.4   4,598 0.4 

当期純損失     725,165 △55.9   239,556 △16.6 

前期繰越損失     897,869     －   

当期未処理損失     1,623,034     －   

     

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費  377,615 54.7 523,709 61.8

Ⅱ 経費  312,790 45.3 323,766 38.2

（内、外注加工費）  (312,790) (323,766) 

当期製品製造原価  690,405 100.0 847,475 100.0 

     



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

損失処理計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失  1,623,034

Ⅱ 次期繰越損失  1,623,034

   

 

株主資本 

純資産合計 

資本金  

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合  計 資  本 

準備金 

資  本 
剰余金 
合 計 

その他利益 

剰  余  金 利  益 
剰余金 
合  計 繰越利益 

剰 余 金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
1,434,400 631,600 631,600 △1,623,034 △1,623,034 △515 442,449 442,449 

事業年度中の変動額                

当期純損失       △239,556 △239,556   △239,556 △239,556 

 自己株式の取得           △10 △10 △10 

事業年度中の変動額 

合計      （千円） 
－ － － △239,556 △239,556 △10 △239,566 △239,566 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
1,434,400 631,600 631,600 △1,862,591 △1,862,591 △525 202,883 202,883 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成12年３月期以降、継続して営業損失を

計上しております。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社は、ヤマノグループのアパレル事業の中核とし

てかかる状況を改善するため、株式会社ヤマノホール

ディングコーポレーションとの密接な関係を維持しつ

つ、業績の改善と経営の効率化を図るため、中期経営

計画を策定し、収益基盤の強化と企業価値の向上を目

指してまいります。 

 中期経営計画の骨子は次のとおりです。 

 技術のパイオニアとしての伝統を継承し、意匠撚糸

を主力素材とするグローバルなニット糸コンバーター

を目指します。また、ニット素材分野における豊富な

技術や知識を生かし、素材のみならず特徴ある製品の

開発を行います。 

 具体的には、 

 ①意匠撚糸事業においては、その開発力・生産力を 

    生かし、国内外で事業展開を行います。 

 ②差別化素材のグローバルな調達・展開を行いま 

    す。 

  ③堀田（上海）有限公司を中心とした中国における 

    製造・販売一貫体制を活用し、競争優位に立った 

    事業展開を行います。 

  ④独自素材使用、オリジナルデザイン、新たなる販 

    売ルートなど特徴あるニット製品事業を展開しま 

    す。 

  また、資金面におきましては、当社は、平成17年４

月15日に親会社の株式会社ヤマノホールディングコー

ポレーションを割当先とする３億50百万円の第三者割

当増資を実施し、財務体質の改善を図っており、今後

も同社による安定的協力の回答を得ております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 

 当社は、平成12年３月期以降、継続して営業損失を

計上しております。当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社は、ヤマノグループのアパレル事業の中核会社

としてかかる状況を改善するため、株式会社ヤマノホ

ールディングスとの密接な関係を維持しつつ、業績の

改善と経営の効率化を図るため、収益基盤の強化に努

めてまいりました。さらに、経営資源及びノウハウの

共有化を図るため、当社は、平成19年２月14日開催の

臨時株主総会の決議を経て、平成19年４月１日を合併

期日として株式会社丸正と合併し、株式会社丸正が存

続会社となり当社は解散いたしました。 

  財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

   子会社株式及び関連会社株式 

             同左 

その他有価証券 

（時価のないもの） 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

（時価のないもの） 

同左 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

  デリバティブ 

 時価法 

２．                ────── 

  

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 総平均法による原価法を採用しております。 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

同左 

４．固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産：定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

４．固定資産の減価償却の方法 

             同左 

  

建物 ３～26年 

機械及び装置 10～11年 

 

５．繰延資産の処理方法 

  新株発行費は、支出時に全額費用として処理してお

ります。 

５．                ────── 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物等為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

             同左 

７．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

７．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額

の当事業年度負担額を計上しております。 

 ただし、当事業年度は支給見込額がないため、賞与

引当金は計上しておりません。 

(2)賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

────── 

（追加情報） 

 平成17年３月31日開催の取締役会において、退職金

制度の廃止が決議された後、当社労働組合と協定し退

職金制度を廃止しました。これに伴い、制度廃止時の

退職金規程にに基づく自己都合による要支給額を長期

未払金に振り替えております。 

(3）       ────── 

  

８．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

８．リース取引の処理方法 

同左 

 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

９．重要なヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替

変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充た

している場合には、振当処理を採用しております。 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 …… 為替予約 

 ヘッジ対象 …… 外貨建金銭債務 

         外貨建予定取引 

９．                ────── 

  

  

  

(3）ヘッジ方針 

 為替変動リスクを回避するため、対象債務の範囲

内でヘッジを行っています。 

 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段の資産・負債に関する重

要な条件が同一である場合には、ヘッジ有効性評価

を省略しております。 

 

10．その他財務諸表作成のための基本となる事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

10．その他財務諸表作成のための基本となる事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる影響額は軽微であります。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

      ──────────── 

      ──────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は202,883千円でありま

す。なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。    



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（損益計算書） 

① 前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含め 

  て表示しておりました「販売手数料」及び「支払手数 

  料」は販売費及び一般管理費の100分の５を超えており 

  ましたので、その重要性に鑑み、当期より区分掲記し 

 ております。なお、前期における「販売手数料」及び 

  「支払手数料」の金額は34,990千円、48,325千円であ 

  ります。 

② 前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示して 

  おりました「手形売却損」は、営業外費用の 100分の 

  10を超えておりましたので、その重要性に鑑み、当期 

  より区分掲記しております。なお、前期における「手 

 形売却損」の金額は5,097千円であります。 

          ──────── 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当社は、平成16年３月30日、丸福商事株式会社の全株

式を取得して同社を子会社としました。これに関し、東

京証券取引所は、本子会社化後の当社が実質的な存続会

社ではないと認定し、これにより当社は、新規上場審査

に準じた審査を受けるための期間（猶予期間）に入りま

した。東京証券取引所の上場規則によれば、実質的な存

続会社ではないと判断された場合でも直ちに上場廃止に

なるのではなく、子会社化期日以降 初に到来する決算

（平成16年３月末）から３年経過後（平成19年３月末）

まで猶予期間とされ、この間上場は引き続き維持され、

新規上場審査に準じた審査を受けることとなっておりま

す。従って、猶予期間中であっても、株式の売買はこれ

までどおり可能であり、子会社化後の企業活動にも支障

はありません。しかし、新規上場審査に準じた審査に適

合しないまま、猶予期間が終了した場合、監理ポストに

割り当てられることとなります。 

          ──────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．特別清算手続中のバンク オブ クレジット ア

ンド コマース インターナショナル東京支店の定

期預金及び破産・更生債権等であります。 

※１．         同左 

※２．授権株式数及び発行済株式総数   

授権株式数     普通株式 68,000千株 

発行済株式総数   普通株式 36,800千株 

※２．       ──────   

     

       

※３．自己株式の保有数  普通株式     4,548株  ※３．       ────── 

※４．関係会社項目 

    関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ 

   れたもののほか次のものがあります。 

※４．関係会社項目 

    関係会社に対する資産及び負債には区分掲記さ 

   れたもののほか次のものがあります。 

 流動資産   

  受取手形 6,504千円 

    売掛金 33,476千円 

   未収入金 249,717千円 

 流動資産   

  受取手形      3,562千円 

    売掛金       72,266千円 

   未収入金        19,814千円 

 流動負債   

   短期借入金       29,462千円 

  ５.偶発債務 

   次の関係会社等について、金融機関からの借入に 

  対し債務保証を行っております。 

  ５.偶発債務 

   次の関係会社等について、リース会社からのリース 

  債務に対し債務保証を行っております。 

保証先 金額（千円） 内容 

タケオ ニシダ・ジャパン㈱ 256,455  借入債務等

計 256,455   

保証先 金額（千円） 内容 

タケオ ニシダ・ジャパン㈱ 6,722  リース債務

計 6,722   

６．受取手形割引高 250,340千円 ６．受取手形割引高      336,154千円

７．資本の欠損の額 1,623,550千円 ７．           ──────          

 ８．当社においては、運転資金の効率的な調達を行う 

ため取引銀行１行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。これら契約に基づ

く当期末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

  ８             ────── 

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額 

 220,000千円

借入実行残高 ― 千円

 差引残高 220,000千円

 

  ※９．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日を

もって決済処理をしております。なお、当期末日は金融

機関が休日であったため、次の期末日満期手形が期末残

高に含まれております。 

受取手形     419千円

支払手形  29,734千円



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加 0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．固定資産売却損の内訳        ※１．固定資産売却損の内訳        

機械及び装置 4,154千円 車両      64千円

※２．固定資産廃棄損の内訳 ※２．固定資産廃棄損の内訳 

建物 23千円

機械及び装置 1,163千円

工具器具備品 150千円

 計 1,337千円

車両   50千円

工具器具備品    450千円

 計      500千円

※３．       ────── ※３．減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しております。 

 当社は、事業の関連性により資産のグルーピングを行

っております。但し、遊休資産については、個々の物件

をグルーピングの 小単位としております。上記資産の

うち、収益性が低下した事業用資産について、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（8,237千円）として特別損失に計上しております。 

その内訳は、建物2,227千円、構築物1,211千円、 

機械及び装置2,259千円、車両及び運搬具471千円及び工

具器具備品1,647千円であります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額（売

却予定価額及び鑑定評価に基づき算出した額）により算

定しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 
（千円）  

東京都渋谷区 本社 建物・備品等 1,740 

愛知県一宮市 
事務所・
倉庫 

建物・機械等 6,051 

大阪市中央区 事務所 車両・備品 445 

※４．住民税の均等割額であります。  ※４．         同左  

※５．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社よりの経営指導料等 110,104千円 

関係会社への支払利息 3,519千円 

※５．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社よりの経営指導料等        99,402千円 

関係会社への支払利息      302千円 

 
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 4 0 － 4 

合計 4 0 － 4 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

4,500 2,850 1,650

合計 4,500 2,850 1,650

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

4,500 3,750 750

合計 4,500 3,750 750

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 952千円

１年超 832千円

合計 1,785千円

１年内   832 千円

１年超   － 千円

合計      832千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 3,135千円

減価償却費相当額 2,765千円

支払利息相当額 148千円

支払リース料     1,022千円

減価償却費相当額      900千円

支払利息相当額    69千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

（減損損失） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成19年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（税効果会計関係） 

  

 （企業結合等関係） 

    該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 61,855千円

長期未払金否認 42,714千円

関係会社株式評価損否認 12,627千円

会員権評価損否認 25,511千円

繰越欠損金 484,273千円

その他 1,108千円

繰延税金資産小計 628,091千円

評価性引当額 △628,091千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額    117,190千円

長期未払金否認 37,368千円

関係会社株式評価損否認     12,725千円

会員権評価損否認     25,711千円

繰越欠損金    412,650千円

その他      4,411千円

繰延税金資産小計    610,058千円

評価性引当額 △610,058千円

繰延税金資産合計 －千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

  率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

  因となった主要な項目別の内訳 

  

  当事業年度については、税引前当期純損失が計上さ 

  れているため、記載を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

  率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原 

  因となった主要な項目別の内訳 

  

            同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額  12円  02銭

１株当たり当期純損失金額 19円  77銭

１株当たり純資産額 5円   51 銭

１株当たり当期純損失金額  6円   51 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当期純損失が計上されており、また、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

           同 左 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純損失（千円） 725,165 239,556 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損失（千円） 725,165 239,556 

期中平均株式数（千株） 36,688 36,795 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権 

 平成16年６月25日定時株主総会

決議（新株予約権の数 387個） 

なお、新株予約権の概要は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等の

状況、(2) 新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ

21の規定に基づく新株予約権 

 平成16年６月25日定時株主総会

決議（新株予約権の数  338個） 

なお、新株予約権の概要は「第

４ 提出会社の状況、１ 株式等の

状況、(2) 新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。  



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

                 ──────  当社は、平成19年２月14日開催の臨時株主総会の決議

を経て、平成19年４月１日を合併期日として親会社であ

る株式会社ヤマノホールディングスの連結子会社である

株式会社丸正と合併いたしました。 

その主な内容は下記のとおりであります。 

１. 合併の目的 

   ヤマノグループにおける洋装事業の統合を図り、経 

  営資源及びノウハウの共有化を図り、各事業の効率化 

  と一体化の推進を目的としております。 

２. 合併の時期 

   合併期日（効力発生日）   平成19年４月１日 

３. 合併の方法 

   株式会社丸正を存続会社とする吸収合併方式で、当 

  社は解散いたします。なお、商号を「堀田丸正株式会 

  社」に 変更いたします。  

４. 合併比率等 

   堀田産業株式会社の株式１株に対して株式会社丸正 

  の株式0.7株を割て交付いたします。 

５. 合併財産の引継 

  堀田産業株式会社は、平成19年３月31日現在の貸借 

  対照表その他同日の計算を基礎とし、合併の効力発生 

  日においてその資産、負債その他一切の権利義務を株 

  式会社丸正に引き継ぎ、株式会社丸正はこれを承継す 

 る。  

６．相手会社の主な事業内容、規模 

 （平成19年3月期） 

   主な事業内容   各種繊維製品と宝 

            石、貴金属等卸売 

   売上高       6,476百万円 

   当期純損失      473百万円 

   総資産額      5,134百万円 

   純資産額      1,765百万円 

   従業員数      55名  

         



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

  有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略して

おります。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）「当期減少額」欄の（ ）内は内書で、減損損失の計上額であります。  

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。  

資産の種類 
前期末残高

（千円） 

当期増加額 

（千円） 

当期減少額

（千円） 

当期末残高

（千円） 

当期末減価

償却累計額

又は償却累

計額 

（千円） 

当期償却額 

（千円） 

差引当期末

残高 

（千円） 

有形固定資産               

建物 6,461 － 
2,227 

(2,227)
4,233 4,233 393 0 

構築物 1,180 714 
1,211 

(1,211)
683 683 27 0 

機械及び装置 10,317 － 
2,259 

(2,259)
8,057 8,057 385 0 

車両及び運搬具 12,065 － 
3,419 

(471)
8,645 8,645 42 0 

工具器具及び備品 11,273 506 
8,305 

(1,647)
3,473 3,308 159 165 

有形固定資産計 41,298 1,220 
17,424 

(7,817)
25,094 24,929 1,008 165 

無形固定資産               

電話加入権 620 － 
420 

(420)
200 － － 200 

無形固定資産計 620   
420 

(420)
200 － － 200 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産 － － － － － － － 

－               

繰延資産計 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 671,127 134,607 － 2,535 803,200 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ）現金及び預金 

(ロ）受取手形 

（相手先別内訳） 

（期日別内訳） 

(ハ）売掛金 

（相手先別内訳） 

区分 金額（千円） 

現金 753 

預金   

当座預金 40,484 

普通預金 7,726 

別段預金 863 

小計 49,074 

合計 49,828 

相手先 金額（千円） 

三山株式会社 13,164 

エムシーニット株式会社 12,889 

イトチューウールリミテッド 6,135 

住金物産株式会社 5,689 

蝶理株式会社 3,780 

その他 15,823 

合計 57,481 

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 合計 

金額（千円） 1,827 1,894 6,011 16,918 30,829 57,481 

相手先   金額（千円） 

堀田（上海）貿易有限公司 71,310 

澤田株式会社 32,567 

エム・シー・ニット株式会社 24,207 

ZHEJIANG JIAXING SILK IMP.＆EXP.CO.,LTD. 23,315 

蝶理株式会社 19,726 

その他 144,091 

合計 315,219 



（売掛金の発生及び回収並びに滞留状況） 

 （注） 「当期発生高」には消費税等が含まれております。 

(ニ)棚卸資産 

② 固定資産 

(イ）関係会社株式 

 (ロ）長期貸付金 

(ハ）関係会社長期貸付金 

(二）固定化債権 

前期末残高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

当期末残高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

―――― 
(A)＋(B) 

×100 

(A)+(D) 
――― 
２ 

――――― 
(B) 

――― 
365 

203,815 1,564,744 1,453,340 315,219 82.2 60.5 

品目 製品商品（千円） 原材料（千円） 

意匠撚糸 280,379 102,996 

ニット製品  3,198 － 

合計 283,578 102,996 

区分 金額（千円） 

東京ブラウス株式会社 164,955 

堀田（上海）貿易有限公司 21,662 

タケオ ニシダ・ジャパン株式会社 0 

合計 186,618 

相手先 金額（千円） 

丸福商事株式会社  110,000 

合計 110,000 

区分 金額（千円） 

タケオ ニシダ・ジャパン株式会社 537,918 

合計 537,918 

内容 金額（千円） 

特別清算手続中の定期預金 496,489 

破産・更生債権等 9,814 

合計 506,303 



③ 流動負債 

(イ）支払手形 

（相手先別内訳） 

（期日別内訳） 

(ロ）買掛金 

(ハ）短期借入金 

相手先 金額（千円） 

蝶理株式会社 173,363 

梶井綿業株式会社 36,132 

協栄商事株式会社 11,900 

共同精錬染色工業株式会社 10,436 

新東京旭株式会社 9,377 

その他 46,342 

合計 287,553 

期日 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月以降 合計 

金額（千円） 108,271 89,071 79,511 7,714 2,984 287,553 

相手先 金額（千円） 

蝶理株式会社 65,959 

上海欣原紅染紗有限公司 20,627 

新東京旭株式会社 4,624 

共同精錬染色工業株式会社 4,335 

株式会社ポスアール 3,314 

その他 35,134 

合計 133,996 

相手先 金額（千円） 

株式会社りそな銀行 250,000 

株式会社足利銀行 100,000 

株式会社みずほ銀行  40,000 

株式会社東和銀行 9,500 

 株式会社ヤマノホールディングス 29,462 

合計 428,962 



(ニ）１年以内返済予定長期借入金 

④ 固定負債 

(イ）長期未払金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

株式会社りそな銀行 220,000 

株式会社足利銀行 7,008 

株式会社みずほ銀行 6,250 

合計 233,258 

区分 金額（千円） 

未払退職金 91,778 

合計 91,778 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

（堀田産業株式会社の平成19年３月31日現在）

（注） 当社は、平成19年４月１日を合併期日として株式会社丸正と合併し、株式会社丸正が存続会社となり当社は解散 

   いたしました。また、同日付で株式会社丸正は「堀田丸正株式会社」と商号変更いたしました。 

    堀田丸正株式会社の「株式事務の概要」は次のとおりであります。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券及び1,000株未満の株数を表

示した株券 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 東京都において発行する日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



（堀田丸正株式会社の平成19年６月27日現在）

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券 

100株未満の株式についてはその株式を表示する株券 

剰余金の配当の基準日 定めなし 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸ノ内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき50円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸ノ内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である株式会社ヤマノホールディングコーポレーションは、継続開示会社であり、ＪＡＳＤＡＱ証

券取引所に上場しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第76期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）半期報告書 

 （第77期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月28日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

  平成18年10月20日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（合併合意書の締結）に基づく臨時報告書であり

  ます。 

(4）臨時報告書の訂正報告書 

  平成18年12月27日関東財務局長に提出 

   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（合併契約書の締結）に基づく臨時報告書の訂正

  報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

堀田産業株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  

  
公認会計士 田代 清和 印 

  
指定社員 

業務執行社員

  

  
公認会計士 斉藤 浩史 印 

 当監査法人は、証券取引法第 193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている堀田 

産業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、堀

田産業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において 182,024千円の営業損失を計上し、営

業キャッシュ・フローも494,510千円のマイナスとなっている。また、当連結会計年度において539,935千円の営業損失

を計上し、営業キャッシュ・フローも 395,657千円のマイナスの状況となっており、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在している。当該状況に対する改善計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表に反映していない。 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 追加情報に記載のとおり、会社は現在、東京証券取引所の上場規則によって新規上場審査に準じた審査を受けること

となっている。当該審査に適合しないまま、猶予期間（平成19年３月末）が終了した場合、監理ポストに割り当てられ

ることとなる。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２６日

堀田丸正株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  

  
公認会計士 田代 清和 印 

  
指定社員 

業務執行社員

  

  
公認会計士 斉藤 浩史 印 

 当監査法人は、証券取引法第 193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている堀田 

産業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、堀

田産業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

   継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において５億39百万円の営業損失を計上し、 

 営業キャッシュ・フローも３億95百万円のマイナスとなっている。また、当連結会計年度において営業利益を確保し 

 たものの65百万円の当期純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対 

 する改善計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重 

 要な疑義の影響を連結財務諸表に反映していない。 

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、従来、ライセンシーから受け取るライセ 

 ンス料については、営業外収益の「受取ロイヤリティ」として計上していたが、当連結会計年度より売上高に含めて 

 計上する方法に変更している。 

   重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年２月14日開催の臨時株主総会の決議を経て、平成19年４ 

 月１日を合併期日として親会社である株式会社ヤマノホールディングスの連結子会社である株式会社丸正と合併し 

 た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月２９日

堀田産業株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  

  
公認会計士 田代 清和 印 

  
指定社員 

業務執行社員

  

  
公認会計士 斉藤 浩史 印 

 当監査法人は、証券取引法第 193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている堀田

産業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第76期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、堀田産

業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成12年３月期以降、継続して営業損失を計上しており、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する改善計画等は当該注記に記載されている。財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表に反映していない。 

 追加情報に記載のとおり、会社は現在、東京証券取引所の上場規則によって新規上場審査に準じた審査を受けること

となっている。当該審査に適合しないまま、猶予期間（平成19年３月末）が終了した場合、監理ポストに割り当てられ

ることとなる。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

    平成１９年６月２６日

堀田丸正株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  

  
公認会計士 田代 清和 印 

  
指定社員 

業務執行社員

  

  
公認会計士 斉藤 浩史 印 

 当監査法人は、証券取引法第 193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている堀田

産業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第77期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、堀田産

業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報  

   継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成12年３月期以降、継続して営業損失を計上しており、継 

 続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する改善計画等は当該注記に記載されている。財務 

 諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表に反映していない。 

   重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年２月14日開催の臨時株主総会の決議を経て、平成19年４ 

 月１日を合併期日として親会社である株式会社ヤマノホールディングスの連結子会社である株式会社丸正と合併し 

 た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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